
流域治水プロジェクトの動き

流域のあらゆる関係者による多様な取組へ活かされるよう

１３の『流域治水プロジェクト』において、

「グリーンインフラの推進」 「流域治水の見える化」を行います。

竹芝記者クラブ、 神奈川建設記者会、 茨城県政記者クラブ、
栃木県政記者クラブ、 刀水クラブ、 埼玉県政記者クラブ、
千葉県政記者会、 都庁記者クラブ、 神奈川県政記者クラブ、
山梨県政記者クラブ、 静岡県政記者クラブ、 長野県庁会見場

発表記者クラブ

令 和 4 年 3 月 3 1 日 （ 木 ）
関 東 地 方 整 備 局 河 川 部

記 者 発 表 資 料

関東地方整備局では、河川管理者に加え、都道府県、市町村等の関係者が
一堂に会する16の流域治水協議会等を立ち上げ、関係機関が協働して１３
の流域治水プロジェクトを昨年3月に策定・公表しました。

河川整備の事業効果や関係者による代表的な取組状況を分かりやすく示す
「流域治水の見える化」とともに、治水と環境の両立を図る取組として「グ
リーンインフラの推進」を、全ての流域治水プロジェクトに盛り込み、とり
まとめました。

なお、各流域治水プロジェクトの概要、流域治水協議会等毎の対策事例な
どは、別紙記載の事務所ホームページに掲載していますので、ご覧ください。

国土交通省 関東地方整備局
河川部 河川計画課長 後藤 祐也（内線：3611）
河川部 建設専門官 高橋 靖 （内線：3616）

電話：048（600）1335

問い合わせ先

ごとう ゆうや

たかはし やすし

2.詳細位置図、構成員等の取組事例などを含む全体資料は以下URLでご覧ください
荒川水系流域治水プロジェクト

荒川水系(東京ブロック)流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage00953.html

荒川水系(埼玉ブロック)流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/arajo/arajo00927.html

利根川・江戸川流域治水プロジェクト

統合版 https://www.ktr.mlit.go.jp/river/bousai/index00000017.html

利根川下流流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/tonege/tonege00563.html

利根川上流流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/tonejo/tonejo00756.html

烏川・神流川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/takasaki/takasaki00786.html

江戸川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa00915.html

中川・綾瀬川流域治水プロジェクト

中川・綾瀬川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa00917.html

渡良瀬川流域治水プロジェクト

渡良瀬川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/watarase/watarase00437.html

鬼怒川流域治水プロジェクト、小貝川流域治水プロジェクト

鬼怒川・小貝川下流流域治水協議会
https://www.ktr.mlit.go.jp/shimodate/shimodate00886.html

鬼怒川・小貝川上流流域治水協議会

霞ヶ浦流域治水プロジェクト

霞ヶ浦流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/kasumi/kasumi_index056.html

久慈川水系流域治水プロジェクト、那珂川水系流域治水プロジェクト

久慈川・那珂川水系流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00878.html

多摩川水系流域治水プロジェクト

多摩川流域協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin01037.html

鶴見川水系流域治水プロジェクト

鶴見川流域水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin01025.html

相模川水系流域治水プロジェクト

相模川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin_index135.html

富士川水系流域治水プロジェクト

富士川流域治水協議会 https://www.ktr.mlit.go.jp/koufu/koufu00992.html

別紙

1.関東地整管内の13プロジェクトの概要資料は以下URLでご覧ください
https://www.ktr.mlit.go.jp/river/bousai/index00000017.html

【参考】全国各水系の流域治水プロジェクト（国土交通省ホームページ）
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html

■流域治水プロジェクト掲載URLのご案内

資料１－１
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流域治水プロジェクトの策定状況（令和３年度末時点）

小貝川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３３の構成員
茨城県、栃木県、 ２２市町、
気象台(宇都宮、水戸)、森林整備センター、関
東地整（３事務所）
・オブザーバー
関東農政局

那珂川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・４２の構成員
福島県、茨城県、栃木県、３０市町村、
関東農政局、気象台(宇都宮、水戸)、森林整
備センター、JRE水戸支社、日本貨物鉄道㈱、
鹿島臨海鉄道(株)、関東地整（２事務所）
・オブザーバー

関東農政局、関東森林管理局、ひたちなか海
浜鉄道㈱

久慈川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・４２の構成員
福島県、茨城県、栃木県、３０市町村、
関東農政局、気象台(宇都宮、水戸)、森林整
備センター、JRE水戸支社、日本貨物鉄道㈱、
鹿島臨海鉄道(株)、関東地整（２事務所）
・オブザーバー

関東農政局、関東森林管理局、ひたちなか海
浜鉄道㈱

霞ヶ浦流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・２６の構成員
茨城県、千葉県、２０市町村、
気象台(水戸、銚子)、水機構、関東地整（１事
務所）
・オブザーバー
関東農政局

中川・綾瀬川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３９の構成員
茨城県、東京都、埼玉県、 ２８区市町、
JRE大宮支社、東武鉄道(株)、秩父鉄道(株)、
気象台(東京、熊谷、水戸、銚子) 、関東地整
（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局

多摩川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３８の構成員
東京都（２機関）、神奈川県、山梨県、３０区市町村、
気象台(東京、横浜) 、森林整備センター、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、気象台（甲府）、 JRE（東京、横浜、八王子）支社、JRC（新幹線鉄道事業部）、京王電鉄㈱、
小田急電鉄㈱、東急電鉄㈱、京浜急行㈱

相模川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３２の構成員

神奈川県（３機関）、２４市町村、気象台（横浜、
甲府）、森林整備センター、関東地整（２事務所）
・オブザーバー
関東農政局、JRE横浜支社

渡良瀬川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・１９の構成員
栃木県、群馬県、１０市町、気象台(宇都宮、前
橋)、森林整備センター、水機構、JRE高崎支社、
東武鉄道(株)、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局

利根川・江戸川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・１６３の構成員
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

１１３区市町村、関東農政局（２事務所）、関東森林管
理局、気象台(東京、水戸、宇都宮、前橋、熊谷、銚
子)、森林整備センター、水機構（４事業所）、 JRE高崎
支社、東武鉄道(株)、上毛電気鉄道(株)、上信電鉄
(株)、関東地整（７事務所）
・オブザーバー
JRE水戸支社、京成電鉄(株)、関東農政局

荒川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・９６の構成員
埼玉県、東京都、 ８０区市町村、関東森林管理局、
気象台(東京、熊谷)、水機構（２事業所）、 JRE（八
王子、大宮）支社、東武鉄道(株)、西武鉄道(株) 、
関東地整（４事務所）
・オブザーバー
１２市町、JRE東京支社、京成電鉄(株)、関東農政
局

富士川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３２の構成員
山梨県、長野県、静岡県、１９市町、

関東森林管理局、気象台（甲府、静岡）、森林整
備センター、関東地整（２事務所）、中部地整（３事
務所）
・オブザーバー
関東農政局、長野県（林務部）

鶴見川水系流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・７の構成員
東京都、神奈川県、４市、関東地整（１事務所）
・オブザーバー
関東農政局、気象台（東京、横浜）、JRE横浜支
社、 JRC（新幹線鉄道事業部）、京急電鉄㈱、東
急電鉄㈱

※協議会構成員数について、複数の協議会で協議して いる場合は重複計上している。
※那珂川水系流域治水プロジェクトと久慈川水系流域治水プロジェクトは同一の協議会で実施しているため、構成員は同数。
※鬼怒川流域治水プロジェクトと小貝川流域 治水プロジェクトは上下流の協議会で実施しているため、構成員は同数。

鬼怒川流域治水プロジェクト
【協議会構成員（R4.3月末時点）】
・３３の構成員
茨城県、栃木県、 ２２市町、
気象台(宇都宮、水戸)、森林整備センター、関
東地整（３事務所）
・オブザーバー
関東農政局

流域治水プロジェクト位置図

※令和３年度末時点版
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● 被害対象を減少させるための対策
・高台まちづくりの推進
・立地適正化計画の見直し
・庁舎や防災拠点病院等の自衛水防の推進

（耐水化、電気設備の嵩上げ、止水板の設置）
・中高頻度の浸水想定区域図の作成 等

非線引き用途界（赤枠）

広域幹線道路の寸断

都市計画とハザード情報との

重ね合わせ

居住誘導区域（青枠）

遊水地整備

【国】

埼玉ブロック

東京ブロック

荒
川

越辺川

合流点処理

水門整備

放水路整備

【埼玉県】

【埼玉県】

橋梁部周辺対策

埼玉県

東京都

【埼玉県】

堤防整備

【埼玉県】

河道掘削

【埼玉県】

堤防整備・
護岸整備

【埼玉県】

河道掘削・堤防整備

【埼玉県】

【埼玉県】

【埼玉県】

河道掘削
【埼玉県】

河道掘削

河道拡幅・
橋梁架替

【東京都】

河道掘削・堤防整備

【埼玉県】

河道掘削・堤防整備
【埼玉県】

河道掘削・堤防整備

河道掘削
【埼玉県】【埼玉県】

低水路・護岸整備

【東京都】

堤防整備

河道掘削・堤防整備

河
道
掘
削
・堤
防
地
震
対
策
・高
潮
対
策

芝川

隅田川

河道掘削・堤防整備

河道掘削

【東京都】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

【国】

内水対策

【国】

内水対策

【国】
河道掘削

護岸整備、橋梁架替、河道掘削

河道掘削

【東京都】

【東京都】

護岸整備・
河道拡幅・
河道掘削

【東京都】

【東京都】

河道掘削・堤防整備

荒川第二・第三・第四調節池整備

浸透対策
【国】

【東京都】

【国】

【東京都】

【東京都】 河道掘削

河道拡幅・
河道掘削等

荒川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、
荒川においても、事前防災対策を進める必要がある。荒川は、高密度に発展した首都圏を氾濫区域と
し、下流部は、広大なゼロメートル地帯が広がっており、氾濫した場合の被害は甚大となることを踏
まえ、以下の取り組みを実施することで、国管理区間においては、戦後最大の昭和22年9月のカス
リーン台風と同規模の洪水を資産の集中する首都圏中枢部において安全に流下させ、流域における浸
水被害の軽減を図る。

越辺川

高麗川

位置図

埼玉ブロック

東京ブロック

滝沢ダム

二瀬ダム 浦山ダム

荒川第一調節池

合角ダム

有間ダム
大洞ダム

玉淀ダム

昭和22年9月洪水 航空写真

荒川

荒川左岸

71.0K（熊谷市）

京
成
本
線
荒
川
橋
梁
架
替

JR川越線橋梁架替

● 被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・避難施設等整備・確保
・ハザードマップの改良・周知等
・タイムラインの策定・運用
・講習会等によるマイ・タイムラインの普及促進
・防災教育や防災知識の普及
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進
・危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの設置 等

凡例
国管理区間
都県管理区間
調節池整備
下水道の排水施設整備
下水道の雨水貯留施設整備

高規格堤防整備

事前放流

事前放流

事前放流

事前放流

大洞ダム

事前放流

玉淀ダム

事前放流

有間ダム

事前放流二瀬ダム

滝沢ダム

合角ダム

浦山ダム

事前放流
荒川第一調節池

防災教育整備イ メージ
荒川

高台避難場所整備

高台避難場所整備
【川島町】

【埼玉県】

公園一体型調節池整備

【埼玉県・さいたま市】

リスク情報図を考慮した
立地適正化計画の策定

【秩父市】

【国】

雨水排水施設の整備
【さいたま市】

● 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・堤防整備・護岸整備等、河道掘削

洪水調節施設（調節池、遊水地）整備

・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・下水道の排水施設の耐水化
・校庭貯留、雨水貯留浸透施設の整備
・グリーンインフラ整備 （公園緑地の整備、施設の緑化等）
・利水ダム等における事前放流等の実施
（関係者：国、埼玉県など） 等

公園一体型調節池 護岸整備

止水板の設置

立地適正化計画の策定
雨水排水施設の整備

【坂戸、鶴ヶ島下水道組合】

河道掘削・堤防整備

排水機場設置
【埼玉県】

橋梁部周辺対策 【国】

砂防堰堤の整備

【埼玉県】

砂防堰堤の整備

【埼玉県】

渓流保全工

【埼玉県】

※ここでいう洪水とは河川から水があふれ氾濫することではなく、河川の水量が著しく増加することをいう。

※上図における対策は、国、都県、市区町村及び水資源機構の代表事例を記載。
※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

※上図において氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策には危機管理対策等は含まれていない。

堤防等の耐震・耐水対策

●グリーンインフラの取り組み 詳細次ページ

R3.3策定
R4.3更新
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越辺川

高麗川

位置図

埼玉ブロック

東京ブロック

滝沢ダム

二瀬ダム 浦山ダム

荒川第一調節池

合角ダム

有間ダム
大洞ダム

玉淀ダム

埼玉ブロック

東京ブロック

荒
川

越辺川

埼玉県

東京都

河道掘削

隅田川

【国】秋ヶ瀬取水堰

荒川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

●グリーンインフラの取組
『治水、利水及び流域の自然環境、社会環境との調和を目指しながら、河川空間における自然環境の保全と秩序ある利用の促進を図る』

○荒川流域は、上流部の良好な自然環境、平野に広がる農村的な環境、都市の中に残る自然などの流域全体をネットワークする水辺の回廊となっている。また、河川空間
の年間利用者数は全国第１位となっている。
○中流部の乾燥化してしまった高水敷においては河道掘削を行い、多様な動植物が生息・生育・繁殖できる環境を再生する。また、下流部においては、概ね今後10 年間で
面的に新たなヨシ原を再生し、下流部全域で70ha程度以上のヨシ原を目指すなど、自然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・動植物生息・生育・繁殖できる湿地再生
・ヨシ原再生・保全、干潟再生・保全

●治水対策・河川整備における多自然川づくり
・ヨシ原再生

●魅力ある水辺空間・賑わいの創出
・かわまちづくり

環境学習 ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ強化によるSDGs達成貢献

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
※上図における対策は、国、都県、市区町村及び水資源機構の代表事例を記載。

水辺の楽校による環境学習

ヨシ原再生

湿地環境の再生

荒川流域エコネット地域づくり 自然再生地の環境保全活動
ヨシ原再生

かわまちづくり

水辺の楽校に
よる環境学習

荒川知水資料館
（環境学習）

荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ

荒川流域エコロジカル・ネットワーク

湿地再生

環境保全活動・環境学習 等

環境保全活動・環境学習 等

凡例
国管理区間
都県管理区間
ダム
治水メニュー
グリーンインフラメニュー

大洞ダム

玉淀ダム

二瀬ダム

滝沢ダム

合角ダム

浦山ダム

健全な水循環系
の回復

湿地等保全

【桶川市】

水辺空間の活用

水質改善

【鳩山町】

多自然型護岸 等

【川口市】

環境学習

【所沢市】

水辺空間の活用

環境学習

【東松山市】

環境学習

下流河川環境の保全

【水資源機構】

水質、水環境の維持・改善

【水資源機構】

【国・坂戸市】

環境学習

在来種の多様性の保全

【飯能市】

【富士見市】

環境学習

多自然型護岸

環境学習 【戸田市】

【埼玉県】

環境保全活動・
環境学習 等

かわまちづくり

【国】

【国】

【国】

【国】

【国・北区】

【国】

【国・板橋区】

【国・埼玉県・鴻巣市・桶川市・北本市・川島町・吉見町】

清流保全区域の指定

【秩父市】

ヨシ原再生

多自然型護岸

緑地・田圃保全

【さいたま市】

【伊奈町】

環境学習

【国】

下流河川環境の保全

事前放流

環境学習

森林環境譲与税を
活用した森林保全等

環境保全区域の指定

有間ダム

【埼玉県・志木市】

※氾濫域の取組

芝川
事前放流

浄化施設

環境学習 等

水辺の賑わい空間創出
水質改善

ビオトープ

【江東区】

神田川親水テラスの開放
テラスを活用した環境学習
区民参加による生き物調査

【新宿区】

環境学習

浄化施設設置

【墨田区】

白子川沿いの都市計画公園の整備

【練馬区】

【国・北区】

【国】

隅田川サポーター
スーパー堤防整備

かわまちづくり

かわてらす®

水辺の楽校に
よる環境学習

【東京都】

【東京都】

【全域に係る取組】
・地域のニーズを踏まえ、潤いと安らぎのある河川空間の保全

・おうめ水辺の楽校による学習型親水事業
・外来種防除事業

・水質改善を目的とした浚渫
・緑化によるうるおいのある水辺空間の創出

【東京都】
【港区】

【青梅市】

事前放流

【江戸川区】

環境学習

間伐による森林整備

【毛呂山町】

民間活力による
環境保全・維持管理

【坂戸市】

下水再生水の活用

【日高市】

環境学習

P-PFIによる公園整備

水辺空間の民間開放

【朝霞市】

植栽地（雨庭）

在来種の再生

雨水貯留浸透施設の整備

荒川第一
調節池

【埼玉県】

湿地等保全

雨水貯留浸透施設等の整備

●自然環境が有する多様な機能活用の取組
・パートナーシップ強化により経済・社会及び環境を調

和させるＳＤＧs達成に貢献
・ビオトープや自然再生地の自然環境保全活動及びその

場を利用した環境学習（地域連携）
・荒川流域エコネット地域づくりによるエコロジカル・

ネットワークの形成と魅力的な地域づくり
・荒川知水資料館を利用した環境学習(※)
・水辺の楽校による環境学習(※)
・河川協力団体と連携した環境保全等(※)
・荒川下流自然地管理アダプト制度(※)を利用した自然

地の環境保全（一般公募活動団体と連携）
・荒川クリーンエイド(※)、荒川クリーン協議会による

環境保全活動（ＮＰＯ、行政との連携）
・新河岸川流域川づくり連絡会(※)による水循環再生の
推進等

・ミズベリング荒川下流会議(※)による水辺の賑わいの
創出

※荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ
荒川下流域においては、これまでも各団体等において積極的な

河川維持・環境保全活動が行われてきました。持続的に荒川を育
てていくため、これらの活動が連携を深めパートナーシップを構
築することにより実現できるものが「荒川下流ミズベ・グリーン
コミュニティ」であり、その実現を目指す取り組みが「荒川下流
グリーンインフラ」です
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区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 中長期

氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策

令和元年東日本台風から堤防越水を防ぐ堤防
整備・河道掘削

国交省、埼玉県

【支川入間川合流付近から下流】カスリーン台風
から東京都・埼玉県を守る堤防整備・河道掘削

国交省、埼玉県、東京都

【支川入間川合流付近から上流】カスリーン台風
から東京都・埼玉県を守る堤防整備・河道掘削

国交省、埼玉県

洪水調節施設の整備 国交省、埼玉県、東京都

流出抑制対策 国交省、埼玉県、市区町村

利水ダム等による事前放流の実施 国交省、埼玉県、水資源機構

被害対象を減少
させるための対策

立地適正化計画の見直し 市町村

宅地嵩上げ、住宅高床化 市区町村

被害の軽減、早期復
旧・復興のための対策

避難施設等整備 埼玉県、市区町村

被害軽減対策 国交省、埼玉県、東京都、市区町村

ソフト対策のための整備 国交省、埼玉県、東京都、市区町村

グリーンインフラの
取り組み

自然地保全・復元などの自然再生
国交省、埼玉森林管理事務所、埼玉県、
市区

健全なる水循環系の確保
国交省、水資源機構、東京都、埼玉県、
市区町

治水対策における多自然川づくり 国交省、東京都、市

魅力ある水辺空間・賑わい創出 国交省、東京都、埼玉県、市区

自然環境が有する多様な機能活用の取組 国交省、水資源機構、埼玉県、市区町

荒川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

●荒川では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、国、都県、区市町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】令和元年東日本台風において、甚大な被害が発生した入間川流域等にて、同洪水が再び発生しても堤防からの越水を防止をする堤防整備・河道掘削を主に実施。
【中 期】東京都・埼玉県を守る洪水調節施設を整備するとともに、JR川越線の架替を実施。
【中長期】流域全体の安全度向上を図るため、更に洪水調節施設を整備するとともに、中上流部の堤防整備、河道掘削を実施。
●あわせて、我が国の社会経済活動の中枢を担う流域の特徴を踏まえ、流出抑制対策（下水道雨水貯留施設、校庭貯留の新設・運用）や高台まちづくりの推進、利水ダムの事前放流の実施

等の流域における対策、タイムライン、広域避難計画等のソフト対策を実施。

下水道雨水貯留施設、校庭貯留、公園貯留、
水田貯留など整備・運用継続

危機管理型水位計、簡易型監視カメラ、
越水センサーの設置・運用

荒川第四調節池整備

気候変動を踏まえた
更なる対策を推進

支川整備
（入間川プロジェクト）

荒川第二・三調節池整備（JR川越線架替）
支川遊水地整備

タイムライン、広域避難計画の作成・運用

高台整備（川島町）

■事業規模
河川対策
（約10,353億円）
下水道対策
（約4,178億円）

R3.3策定
R4.3更新
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区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 中長期

自然環境の保全・復元などの自然再生

動植物生息・生育・繁殖できる湿地再生 桶川市、埼玉県、国交省

ヨシ原再生・保全、干潟再生・保全 国交省

森林、緑地保全
さいたま市、秩父市、飯能市、埼玉県、埼玉森林管理
事務所

貴重種保全、外来種駆除 飯能市、戸田市

白子川沿いの都市計画公園の整備 練馬区

健全なる水循環系の確保

健全な水循環系の回復 港区

雨水貯留浸透施設の整備 さいたま市、戸田市、朝霞市、坂戸市

水質浄化及び、水質改善を目的とした浚渫及び、浄
化施設設置 など

東京都、墨田区、埼玉県、秩父市、坂戸市、鳩山町、
水資源機構

ダム貯水池における冷濁水放流や富栄養化等の対策
の実施、ダム湖堆積土砂の下流河川への還元

国交省、水資源機構

治水対策における多自然川づくり

多自然型護岸 （川口市） 川口市

多自然型護岸（さいたま市）（戸田市） さいたま市、戸田市

緑化によるうるおいのある水辺空間の創出 東京都

ヨシ原再生 国交省

魅力ある水辺空間・賑わい創出

かわまちづくり（東京都）（志木市） 東京都、埼玉県・志木市

かわまちづくり（板橋区） 国交省・板橋区

「かわてらす®」事業の普及、「隅田川サポー
ター」制度の運用、スーパー堤防整備の推進

東京都

水辺の賑わい創出 富士見市、志木市

自然環境が有する多様な機能活用の取組
環境学習、エコロジカル・ネットワークの形成と魅
力的な地域づくり、河川協力団体と連携した環境保
全、区民参加による生き物調査 など

江戸川区、北区、江東区、新宿区、墨田区、青梅市、
さいたま市、秩父市、所沢市、飯能市、東松山市、鴻
巣市、戸田市、桶川市、北本市、富士見市、日高市、
伊奈町、毛呂山町、川島町、吉見町、埼玉県、水資源
機構、国交省

荒川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～
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■荒川下流部の本川では、戦後最大洪水であるカスリーン台風(昭和22年9月）と同規模の洪水を目標として
いる整備計画における河道目標流量を、令和７年度までに松島地区等の河道掘削が完了することで
危険箇所となっている京成本線荒川橋梁部において計画高水位以下で流下させることが可能となる。

■中堤（高潮堤防）の整備を令和７年度までに実施することにより、堤防の断面不足・高さ不足が解消され、
荒川下流部の堤防（量的）が概成する。

■荒川上流部の支川入間川・越辺川・都幾川では、入間川流域緊急治水対策プロジェクトにおいて、令和６
年度までに河道掘削や堤防を整備することで、令和元年東日本台風規模の洪水に対し、入間川合流点か
ら都幾川合流点までの越辺川および越辺川合流点から直轄上流端までの都幾川からの越水防止を図る
ことが可能となる。

■荒川上流部の本川では、令和元年東日本台風規模の洪水に対し、令和７年度までに平方地区の無堤区
間の堤防整備が完了することで、浸水被害解消を図ることが可能となる。

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

注 ： 洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第4版）に基づき、荒川（直轄管理区間）が氾濫した
場合に、浸水深が０ｃｍより大きい浸水範囲をシミュレーションにより予測した ものである。

注 ： 想定最大規模については、平成28年5月に指定した洪水浸水想定区域図である。
注 ： 外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮した場合には浸水範囲の拡大や浸水

深の増大が生じる場合がある。
注 ： 国直轄事業の実施によるものであるが、今後の事業進捗によって変更となる場合がある。
注 ： 本図面は、荒川本川のシミュレーション結果を一例として示した暫定版である。

【算出の前提となる降雨】荒川流域の７２時間総雨量
高頻度（１／１０）：299mm    中高頻度（１／３０）：380mm
中頻度（１／５０）：417mm    中低頻度（１／１００）：467mm
低頻度（１／２００）：516mm  想定最大規模：632mm
（注）1/〇は年超過確率（1年間にその水準を超える事象が発生する確率）

短期（R8.3末）現状(R3.5末）

荒川荒川

短期 ：赤字
中期・中長期：緑字

浸水範囲（昭和22年9月洪水実績）

高潮対策
(5)中堤

ゼロメートル地帯
堤防地震対策
(11)八広地区他

高潮対策
(4)東砂地区

ゼロメートル地帯
堤防地震対策
(9)東砂地区

高規格堤防
整備事業

高規格堤防
整備事業

高規格堤防
(12)新田一丁目地区

高規格堤防
(13)小台一丁目地区

浸透対策
(8)早瀬地区

高規格堤防
(12)川口地区

橋梁部周辺対策
(6)JR東北本線

河道掘削①
(2)小松川地区

河道掘削①
(2)松島地区他

河道掘削①
(3)平井地区他

河道掘削①
(1)四つ木地区他

河道掘削①
(2)東四つ木地区

河道掘削①
(2)四つ木地区

堤防整備②
(18)上流部

堤防整備①
河道掘削②

(14)(15)中流部

堤防整備③
河道掘削③

(19)(20)入間川流域緊急
治水対策プロジェクト

堤防整備①
河道掘削②

(14)(15)中流部

堤防整備④
河道掘削④

(22)(23)入間川他支川

河道掘削④
(23)入間川他支川

河道掘削①
(2)東墨田地区他

河道掘削①
(3)八広地区他

調節池
(16)荒川第二・三調節池

調節池
(17)荒川第四調節池

遊水地
(21)(仮称）越辺川遊水地

(仮称)都幾川遊水地

荒川

都幾川

高麗川

越辺川

橋梁架替
(7)京成本線

ゼロメートル地帯
堤防地震対策

(11)東墨田地区他

ゼロメートル地帯
堤防地震対策
(10)平井地区

高規格堤防
(12)西新小岩地区

短期整備（５か年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約５７％→約７０％（整備計画規模）

(1)四つ木地区他（低水路掘削）

(2)松島地区他、小松川地区、四つ木地区、東四つ木地区、東墨田地区他（高
水敷掘削）

(3)平井・八広地区他（高水敷掘削）

(4)東砂地区

(5)中堤

橋梁部周辺対策 (6)ＪＲ東北本線

橋梁架替 (7)京成本線

浸透対策 (8)早瀬地区

(9)東砂地区

(10)平井地区

(11)東墨田・八広地区他

(12)川口地区、新田一丁目地区、西新小岩地区

(13)小台一丁目地区

堤防整備① (14)中流部

河道掘削② (15)中流部

(16)荒川第二・三調節池

(17))荒川第四調節池

堤防整備② (18)上流部

堤防整備③
(19)入間川、越辺川（入間川合流点～都幾川合流点）、都幾川
【入間川流域緊急治水対策プロジェクト】

河道掘削③
(20)入間川、越辺川（入間川合流点～都幾川合流点）、都幾川
【入間川流域緊急治水対策プロジェクト】

遊水地 (21)（仮称）越辺川遊水地、（仮称）都幾川遊水地

堤防整備④ (22)入間川他支川

河道掘削④ (23)入間川他支川

支
川

対策内容
工程

   短期（当面５か年）
区間

調節池

中期 中長期（～R27年度）

本
川

河道掘削①

高潮対策

ゼロメートル地帯
堤防地震対策

高規格堤防

Ｒ３

100%

100%

100%

100%

約30% 約70% 100%

100%

100%

100%

100%

100%

約80% 100%

100%

約50% 100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

約15%

100%

100%

100%

約26%

荒川水系流域治水プロジェクト
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

進捗と効果（R4.3版）

暫定版 暫定版
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荒川水系流域治水プロジェクト【流域治水の具体的な取組】
～我が国の社会経済活動の中枢を担う東京都及び埼玉県を守る抜本的な治水対策の推進～

被害をできるだけ防ぐ・減らすための対策

公園平面図位置図

現地写真

流域の雨水貯留機能の向上
校庭（公園等）貯留施設の整備

担当部署 朝霞市 みどり公園課

取組概要
当該貯留施設は民間事業者による大規模開発事業
に伴い防災機能をコンセプトに整備された都市公園
「谷中公園」約1,000㎡）地内にある。令和2年9月に
開発完了検査を実施し、令和3年3月に市に帰属され
た後、令和3年4月から都市公園として供用開始した。
貯水容量は約97㎥となっている。

取組内容の工夫点・課題・留意点
基本的には公園敷地内への降雨のみの処理を想定
して設計されているため、河川への流出低減効果は限
定的。

取組による効果
効果に関する定量的な評価については、現在事業者
が近隣の類似の都市公園に整備した雨水貯留槽のマ
ンホール裏に水位測定装置を設置し、検証中。

被害対象を減少させるための対策

水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫
まちづくりと一体となった土砂災害対策の推進

担当部署 秩父市 地域整備部 都市計画課

取組概要
災害ハザードエリアからの移転に対し、既存ストック
（空き家等）を活用することにより、本人負担の軽減を
図る。

取組内容の工夫点・課題・留意点
空き家調査により空き家の分布状況・所有者の意向
を調べ、居住誘導区域内や小さな拠点周辺など、安
全措置が図られた同じエリア内の空き家を活用し、
集団移転することにより本人負担の軽減とコミュニ
ティの維持を図る。

取組による効果
災害危険エリアからの移転、空き家の利活用（コンパ
クトシティ形成）

活用可能な制度等
防災集団移転促進事業、空き家対策総合支援事業
居住誘導区域等権利設定等事業（国交省）

居住誘導区域

旧役場周辺
（小さな拠点）

土砂災害
高齢化

コミュニティ崩壊

でも今更新築を建て
るお金もない…

空き家を有効活用
できないか？
（検討中）

荒川下流タイムラインの策定・運用の取組

担当部署 荒川下流河川事務所 流域治水推進室

取組概要
・現在は荒川下流タイムライン（拡大試行版）を沿川16市区等
で運用している。
・早期の危機感の共有、早期対応の意思決定を促すタイムライ
ンの改善を図るべく、荒川下流域水防災タイムライン（流域タイ
ムライン）を検討し令和4年度からの運用を目指す。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・流域警戒ステージを設定し、各段階で防災行動の目標設定に
応じた防災行動の早期実施を図る。
・関係機関との共有をWEB会議にて実施。（R3から試行）

取組による効果
・早期の危機感共有と早期対応の意思決定を促す流域タイムラ
インにより、関係機関における早期対応の意思決定を支援する。

被害の軽減、早期の復旧・復興のための対策

関係者との情報共有のためのダッシュボード

表 台風性降雨シナリオにおける流域警戒ステージ設定（案）

※荒川水系全体

東京メトロ

NTT東日本

北区

足立区

東京消防庁

警視庁

JR東日本

荒川下流/東京国道
/関東運輸局

東京管区気象台
/熊谷地方気象台

東京都

東京電力

板橋区

板橋特別
支援学校

高島特別
支援学校

つくば
エクスプレス

京成電鉄

東武鉄道

社会福祉法人 東京援護協会
特別養護老人ホームいずみの苑

R3.10.6 タイムライン適用演習

社会福祉法人 東京援護
協会 高島平福祉園

JR貨物

埼玉県埼玉県警察

千代田区

中央区

港区

文京区
台東区

墨田区

江東区

荒川区

川口市

蕨市

戸田市

内閣府

江戸川区

葛飾区

埼玉高速鉄道

３４機関が議論高台まちづくりの推進

担当部署 東京都 都市整備局 市街地整備部 企画課

取組概要
・まちづくりを担う地方公共団体等と河川管理者が一体と
なって、まちづくりや避難に関する計画等を踏まえつつ、高
台まちづくりを推進。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・具体の地域における高台まちづくりの実践を進めるととも
に、これらの過程で新たに生じた課題等に対して速やかに
解決策を模索していく。

取組による効果
・施設では防ぎきれない大洪水等が発生し、大規模氾濫が
発生しても、命の安全や最低限の避難生活水準が確保さ
れ、社会経済活動が一定程度継続することができる。

建築物等（建物群）による
高台まちづくり

高台公園を中心とした
高台まちづくり

高規格堤防の上面を活用した
高台まちづくり

〔平常時〕賑わいのある駅前空間
〔浸水時〕避難スペース等を有する建築

物とペデストリアンデッキ等をつな
いだ建物群により命の安全・最低限
の避難生活水準を確保

〔平常時〕河川沿いの高台公園
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救

助等の活動拠点として機能。道路や
建築物等を通じて浸水区域外への移
動も可能

〔平常時〕良好な都市空間・住環境を形成
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救助等

の活動拠点として機能。浸水しない連
続盛土等を通じて浸水区域外への移動
も可能

平常時 平常時 平常時

浸水時 浸水時 浸水時

国、都管理河川既設堤防川裏法面

天端道路
都県境の橋梁

民間開発等＋スーパー堤防、高規格堤防

避難スペース
排水施設

スーパー堤防
民間活力

電源等

避難スペース

通路 通路

学校・公共施設
土地区画整理等＋高規格堤防

既設堤防川裏法面国管理河川

通路 通路

大規模浸水時のイメージ

高台公園

鉄道駅

整備率 70％

（ 概ね５ か年後）

戦後最大洪水等に対応し た
河川の整備（ 見込み）

高齢者等避難の
実効性の確保

避難のための
ハザード 情報の整備

立地適正化計画における
防災指針の作成

２ 市町村

（ 令和３ 年12月末時点）

山地の保水機能向上および
土砂・ 流木災害対策

３ 箇所
（ 令和３ 年度実施分）

０ 施設
（ 令和３ 年度完成分）

流出抑制対策の実施

1,604施設

（ 令和２ 年度実施分）

農地・ 農業用施設の活用

０ 市町村

（ 令和３ 年度時点）

治山対策等の
実施箇所

砂防関係施設の
整備数

18河川

（ 令和３ 年１ ２ 月末時点）

12団体
（ 令和３ 年１ １ 月末時点）

洪水
浸水想定区域

内水
浸水想定区域

洪水 6,939施設

土砂 68施設
（ 令和３ 年９ 月末時点）

89市町村
（ 令和４ 年１ 月１ 日時点）

避難確保
計画

個別避難計画
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⽔災害リスクを踏まえたまちづくり等の流域治⽔関連法を活⽤した取組、国⼟強靱化に資するあらゆる関係者が協働し
て⾏う「流域治⽔」の考え⽅に基づき現場レベルで本格的に実践。

将来の気候変動を⾒込んだ更なる対応

気候変動の影響
「流域治⽔」の本格的実践

気候変動の影響による⽔災害の頻発化・激甚化に対応するため、堤防・遊⽔地等の河川整備やダム建設、⾬⽔貯留
浸透施設の整備などに加え、⽔害リスク情報の充実を図り、防災・減災のための⼟地利⽤等の促進に向けた検討など、
あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治⽔」を推進し、ハード・ソフト⼀体の事前防災対策を実施。

⽔害リスクの「⾒える化」が必要
⽔害リスク情報の充実

従来の想定最⼤規模降⾬の洪⽔で想定される洪⽔浸⽔想定区域図に基づく⽔害ハザードマップに加えて、より発⽣
頻度の⾼い降⾬による浸⽔範囲、浸⽔頻度、浸⽔深の関係をわかりやすく図⽰した「多段階の浸⽔想定図」、「⽔害
リスクマップ（浸⽔頻度図）」を新たに整備・公表することにより、流域における河川整備の必要性や事業効果の理
解を促すとともに、防災・減災のための⾃治体の⼟地利⽤検討や企業BCPへの反映による浸⽔被害の低減を推進。

多段階の浸⽔想定図

多段階の浸⽔想定図・⽔害リスクマップ（浸⽔頻度図）の整備

多段階の浸水想定図・水害リスクマップ（浸水頻度図）の公表について

⽔害リスクマップ（浸⽔頻度図）
○ 従来の洪⽔浸⽔想定区域図（想定最⼤規
模降⾬）に加えて、⾼頻度〜中頻度で発⽣
する降⾬規模毎（1/10、1/30、1/50等）
に作成した浸⽔想定図。

○ 河川整備の状況に応じて、現況（R3.5⽉
末時点）、短期（R7年度末）等で作成。

○ 今回公表する図は、直轄区間からの外⽔
氾濫のみを対象。

○ 多段階の浸⽔想定図を⽤いて、降⾬規模
毎の浸⽔範囲を浸⽔深毎（0cm以上、50cm
以上、3m以上）に重ね合わせて作成した図
⾯。

○ 多段階の浸⽔想定図と同様に、河川整備
の状況に応じて、現況（R3.5⽉末時点）、
短期（R7年度末）等で作成。

○ 今回公表する図は、直轄区間からの外⽔
氾濫のみを対象。図のイメージ 図のイメージ

kt850023
スタンプ



関東地方整備局における多段階の浸水想定図及び水害リスクマップ公表状況（11月16日時点）

荒川水系 ○ 荒川下流河川事務所

利根川上流河川事務所

利根川下流河川事務所

江戸川河川事務所

高崎河川国道事務所

利根川水系（中川・綾瀬川） ○ 江戸川河川事務所

利根川水系（渡良瀬川） ○ 渡良瀬川河川事務所

利根川水系（鬼怒川） ○ 下館河川事務所

利根川水系（小貝川） ○ 下館河川事務所

利根川水系（常陸利根川） ○ 霞ヶ浦河川事務所

那珂川水系 ○ 常陸河川国道事務所

久慈川水系 ○ 常陸河川国道事務所

多摩川水系 ○ 京浜河川事務所

鶴見川水系 ○ 京浜河川事務所

相模川水系 ○ 京浜河川事務所

富士川水系 ○ 甲府河川国道事務所

現
況
・
短
期

○

整備状況 水系

水害リスクマップ（浸水頻度図）

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

公表事務所浸水深
0.0m以上
（浸水あり）

浸水深
0.5m以上

（床上浸水相当）

浸水深
3.0m以上

（1階居室浸水相当）

利根川水系（利根川・江戸川） ○ ○

多段階の
浸水想定図

○ ： 令和４年８月３１日公表

： 利根川水系においては、現況のみ公表、短期は作成中

https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage00953.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/tonejo/tonejo00756.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/tonege/tonege00563.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa01051.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/takasaki/takasaki00786.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/edogawa/edogawa01051.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/watarase/watarase00437.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/shimodate/shimodate01078.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/shimodate/shimodate01078.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/kasumi/kasumi_index056.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00878.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/hitachi00878.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin_index136.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin_index136.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/keihin/keihin_index136.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/koufu/koufu00992.html
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水 管 理 ・ 国 土 保 全 局 関 係 

予 算 概 算 要 求 概 要
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国土交通省 水管理・国土保全局
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・・・ P.22

・・・ P.23

・・・ P.29

・・・ P.32

・・・ P.37

・・・ P.38

・・・ P.39

・・・ P.42



気候変動による水災害の頻発化・激甚化

⃝ 短時間強雨の発生の増加や台風の大型化等により、近年は浸水被害が頻発しており、既に地球温暖化の影
響が顕在化しているとみられ、今後さらに気候変動による水災害の頻発化・激甚化が予測されている。

③

②

①
④

⑤

⑥

⑦

※ここに例示したもの以外にも、全国各地
で地震や大雨等による被害が発生

1

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害

（茨城県常総市）
②小本川の氾濫による浸水被害

（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

③桂川における浸水被害

（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

④小田川における浸水被害

（岡山県倉敷市）

【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月からの大雨】

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)
⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

■毎年のように全国各地で浸水被害が発生

【令和4年8月からの大雨】

⑧最上川における浸水被害

（山形県大江町）

⑧
■気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)
⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

気候変動シナリオ 降雨量 流量 洪水発生頻度

２℃上昇時 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

４℃上昇時 約１．３倍 約１．４倍 約４倍

降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞれ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算
※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値
※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値

（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）



ソフト

水管理・国土保全局が取り組む４本の柱

⃝ 気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化に対応するため、河川整備等の加速化に加え、内水対策や流
出抑制対策（雨水貯留浸透施設の整備等）の強化など、流域治水の更なる推進とともに、計画的・効率的なイ
ンフラの老朽化対策を実施。また、水辺空間の良好な環境形成等による地域活性化の取組を推進。

⃝ 併せて、防災・減災対策を強力に進めるDX、カーボンニュートラルの推進に資するGXの取組を推進。

防災・減災、国土強靭化のための
５か年加速化対策

流域治水実践のための
現場体制の構築

予防保全への転換
戦略的維持管理

計画的な修繕・更新による
河川管理施設等の

老朽化対策の推進 等

ケタ違いDXプロジェクト、スマート災害復旧、
洪水予測の高度化、ダムの運用高度化、オープンデータ化 等

三次元管内図、ドローン等を活
用した施設巡視・点検 等

安心・安全の確保、豊かな国土形成
（気候変動への対応）

ハード メンテナンス 環境

河川環境情報の
データセット整備 等

グリーンイノベーション下水道

カーボンニュートラルの推進

柱
の
補
強

浸水想定区域図・ハザード
マップの空白域解消、

水害リスクマップ整備 等

リスクコミュニケーション

防災まちづくり

特定都市河川法に基づく土地
利用・住まい方の工夫 等

危機管理対応

TEC－FORCEの体制強化 等

グリーンインフラの推進
生態系の保全（河川環境管理シート
等）、水害防備林の保全 等

賑わいの創出
河川版Park-PFI、河川上空を活用
したドローン物流の推進 等

水の適正な利用
地下水マネジメントの推進 等

治水計画等の見直し、遊水地等の
下流に負荷をかけない対策の強化、
利水ダム等による事前放流、内水
対策の強化、砂浜侵食対策 等

河川・砂防・海岸・下水道

流域における対策

雨水貯留浸透施設の整備、
田んぼダムの活用、家屋等移転、

宅地嵩上げ 等

ハイブリッドダム
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DX

GX

防災・減災対策の高度化・効率化

気候変動を踏まえた流域治水の推進

舟運
施設の無動力化

伐採木のバイオマス発電への活用



主要項目

〇 一般会計予算

・治水事業等関係費 1兆570億円

・下水道事業関係費 736億円

・災害復旧関係費 440億円
<527億円>

・行政経費 11億円

合計 1兆1,758億円

（注）四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

※上記以外に、省全体で社会資本総合整備1兆6,577 億円、社会資本総合整備（復興）116 億円がある。

うち 河川関係 8,723億円、砂防関係 1,645億円、
海岸関係 202億円

< >書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費
の直轄代行分を含む

• 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

• 現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施に必要な

経費

については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

事項要求

令和５年度 概算要求の概要

１．流域治水の本格的実践 「継続と深化」

２．インフラ老朽化対策等による持続可能な
インフラメンテナンスサイクルの実現

３．防災・減災対策を飛躍的に高度化・効率化する
DXの推進

４．ダムや下水道におけるクリーンエネルギー
創出を通じたGXの推進

５．水辺空間の良好な環境と賑わいの創出による
地域活性化の推進 （注）この他に工事諸費等がある。

7,335億円

主要課題

○東日本大震災復興特別会計予算
（復興庁所管)

・復旧・復興関係費 50億円
（うち、復旧50億円、復興0億円）
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2,400億円

123億円

101億円

78億円



新規要求事項
令和５年度 概算要求の概要

【予算制度】

• 流域治水関連法（特定都市河川の指定拡大）による流域対策の推進

• 特定都市河川流域内の土地の貯留機能の保全の促進

• 特定都市河川流域における下水道による浸水対策の強化

• 流域治水型内水対策の推進

• 災害復旧事業による遊水地内の迅速な堆積土砂撤去

• 防災まちづくりと連携した土砂災害対策の推進

• 河川事業と連携した砂防事業の推進

• 下水道事業における災害対策等の推進

• グリーンイノベーション下水道の実現に向けた取組

• 民間主体の河川空間マネジメントの導入

【税制】

• 浸水被害軽減地区の指定を受けた土地に係る課税標準の特例措置の延長

• 浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置の延長

・・・ P.9
・・・ P.10
・・・ P.11
・・・ P.12
・・・ P.13
・・・ P.14
・・・ P.15
・・・ P.18
・・・ P.31
・・・ P.32

・・・ P.8
・・・ P.12
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流域治水の本格的実践 「継続と深化」

○ 気候変動の影響や令和4年8月の大雨による被害等を踏まえ、流域全体の治水安全度の向上を
目指し、あらゆる関係者と協働する「流域治水」の継続と深化に向けた制度改正等を実施。

○ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」による堤防・遊水地・ダム等の整備に加え、
特定都市河川の指定拡大、内水対策、避難対策の強化等、ハード・ソフトの取組を強化。

7

7,335億円
１．流域治水

令和５年度重点事項

水害リスク情報の活用

気候変動リスク開示における
民間企業の取組の支援

気候変動を踏まえた
海岸事業の推進

★下水道事業における
災害対策等の推進

★令和5年度新規制度要求関連事項

下流部から順次進める河川整備の加速化に加え、中・
上流部や支川において、河川への流出抑制対策や洪
水を貯留する機能を強化する取組等を推進。

○気候変動に対応した河川整備基本方針に加え、本
川・支川・上下流一体となった流域治水型の河川整
備計画に改訂し、そのもとで河川整備を強化。

○流域治水関連法に基づく特定都市河川指定に加え、
貯留機能の保全や更なる雨水貯留浸透対策を計画
的に進める等、流域における対策を強化。

○国・都道府県・市町村・民間による河道掘削、貯留浸
透施設や排水ポンプ等の整備に加え、土地利用規
制等をパッケージした総合内水対策をより一層強化。

○山地部における土砂・洪水氾濫対策や、海水面の上
昇を踏まえた海岸保全施設の整備等、流域全体で
気候変動の影響を考慮したハード・ソフト対策を強化。

★災害復旧事業による
遊水地内の迅速な
堆積土砂撤去

★防災まちづくりと連携
した土砂災害対策の推進

ハザードマップの
ユニバーサルデザイン化

(pp.13–21)

(p.12)

(p.8)

(pp.9–11)

★特定都市河川流域における
下水道による浸水対策の強化

★気候変動を踏まえた
今後の河川整備の強化 (p.8)

★流域治水関連法による
流域対策の推進 (p.9)

★特定都市河川流域内
の土地の貯留機能の
保全の促進 (p.10)

(p.11)

★流域治水型
内水対策の推進

(p.12)

(p.13)

(p.14)

★河川事業と連携した
砂防事業の推進 (p.15)

土砂・洪水氾濫
対策の推進

(p.16)

(p.17)

(p.18)

(p.19)

(p.20)

(p.21)



○気候変動の影響による降雨量の増大を踏まえ、流域全体の早期の治水安全度向上を図るとともに、計画規模
を超える洪水（超過洪水）に対しても可能な限り被害を軽減する取組の推進が必要であることから、気候変動に
対応した河川整備基本方針の改訂を速やかに実施。

○下流から行う堤防整備や河道掘削の強化に加え、上流・支川における遊水地や霞堤の保全、利水ダムの事前
放流や内水対策等を盛り込む、本川・支川・上下流一体となった流域治水型の河川整備計画の改訂を推進。

計画規模洪水による浸水：
超過洪水による浸水：
内水氾濫による浸水
ダム：
直轄区間：

流域治水型の河川整備（具体イメージ）現在の河川整備の基本的な考え方

気候変動を踏まえた今後の河川整備の強化 水系一体の河川整備計画

■上下流バランスに配慮しながら、順次、下流から堤防整備や河道
掘削を行うとともに、ダム、遊水地等の整備を実施

・霞堤
の保全

・輪中堤
の整備

・高リスク箇所での浸水被害防止区域の指定
（移転や家屋嵩上げ等の取組との連携）

・ダムの再開発
・利水ダムの
事前放流

・雨水貯留
機能の保全

・海岸堤防の
整備との連携

・遊水地の整備

・遊水地の整備

・内水調整池の整備

・浸水拡大を抑制する自然堤防等の保全
（R5税制延長要望）

・水害リスクを踏まえたまちづくり、
住まい方の工夫との連携

気
候
変
動
に
よ
る
降
雨
量
の
増
大
に
対
応
し
た
河
川
整
備
の
展
開

水災害の危険性が高い地域の河川は特定都市河川の指定を推進

下
流
側
の

河
川
整
備
の
推
進

上
流
・支
川
で
の
河
川
整
備
・

洪
水
貯
留
等
の
推
進

水
系
一
体
の
河
川
整
備
計
画
の
改
訂

水系全体での河川整備の加速化

河川整備計画の既存の取組に追加して、既存施設の機能強化も含めた遊水地整備、既設ダムの洪水調節機能強化、総合的な内水対策等を強力に推進。
また、河道拡幅や遊水地整備等のための土地確保が困難な都市部等における地下空間の活用検討や、越水に対する河川堤防の強化を推進。

気候変動を踏まえた河川整備基本方針の改訂を速やかに実施するとともに、
流域治水型の河川整備の考え方を反映した河川整備計画の改訂を推進

8

新規
事項

１．流域治水



流域治水関連法（特定都市河川の指定拡大）による流域対策の推進

○全国の一級水系・二級水系を対象に、特定都市河川の指定拡大を目指す。

○特定都市河川の指定後、速やかに 「流域水害対策計画」※を策定し、流域の公共・民間による
ハード・ソフトの取組を計画的に実行するため、都道府県による計画策定を支援。

新規
事項

背景・課題 新規事項

○流域治水関連法に基づき、特定都市河川の指定を
全国に拡大する必要。

〇指定後、浸水被害防止区域、貯留機能保全区域、
貯留浸透施設等、実効性の高い対策を含む流域全
体の計画を策定するためには、流出・氾濫解析や関
係者との協議・調整等、多大な調査・検討を要する。

※特定都市河川浸水被害対策法第４条第１項の規定に基づき河川管理者・地方公共団体が共同して作成

特定都市河川の指定 全国の河川へ指定を拡大

流域水害対策協議会の設置 目標設定、対策等の調査・検討

流域水害対策計画の作成

関係者の協働により、計画に基づく「流域治水」を本格的に実践

計画期間／対策の基本方針／目標降雨／当該降雨が生じた場合の浸水想定／
河川の整備／河川管理者による雨水貯留浸透施設の整備／下水道の整備／
公共・民間による雨水貯留浸透施設の整備等／下水道のポンプ操作／

浸水想定内の土地の利用／貯留機能保全区域の指定の方針／
浸水被害防止区域の指定の方針／被害拡大の防止のための措置 等

〈特定都市河川流域におけるハード・ソフトの取組イメージ〉

○全国の一級・二級水系を対象に指定候補と流域水害
対策計画策定のロードマップを公表（数百河川程度）。

〇流域水害対策計画作成事業を創設※し、都道府県が
行う「流域水害対策計画」の作成に要する調査・検討
費用を支援。 ※特定都市河川浸水被害対策推進事業に当該事業を追加

１．流域治水
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特定都市河川流域内の土地の貯留機能の保全の促進

○特定都市河川流域では、浸水の拡大を抑制する効用をもつ河川沿いの低地や農地等を貯留機
能保全区域に指定し、その土地が元々有する貯留機能の保全を図ることが可能。

○指定に必要な関係者の同意・協力を促す支援の充実を図り、貯留機能保全区域の指定を促進。

新規
事項

背景・課題 新規事項

○貯留機能保全区域は、洪水・雨水の貯留機能の保
全を図ることができる一方、土地所有者には、洪水・
雨水出水時に浸水を許容していただくことが必要。

○区域の指定は、流域全体の治水安全度の向上に資
するものであり、土地所有者に負担が偏らないよう、
当該負担の軽減に地域の関係者が協力するインセ
ンティブを高め、都道府県知事等による指定を促進
することが重要。

貯留機能保全区域

ポンプ車等の整備
への支援を強化

区域指定のフロー

貯留機能保全区域（案）の作成
（予め流域内で指定対象となる土地を検討）

・地元説明会の開催
・関係者間で主体的な議論ができる
ワークショップ等の機会の提供 等

流域水害対策計画において
貯留機能保全区域の指定の方針を明示

土地所有者の同意、市町村長への意見聴取

都道府県知事等による指定（公示・通知）

用水路の環境改善（土砂掘削等）

○貯留機能保全区域の土地所有者の負担軽減において、
あらゆる関係者の協力を促すため、

・地方公共団体による区域に浸入した水の貯留後の
早期排水を目的とした排水施設の整備
（特定都市河川浸水被害対策推進事業を拡充）

・河川管理者による耕作放棄地や用水路における土砂
掘削等の環境改善（環境整備事業を拡充）

に係る制度拡充を行う。

（令和４年８月３日からの大雨）

（朝日新聞社撮影・提供）

貯留機能を有する土地のイメージ

貯留機能を有する土地

１．流域治水
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従前の対象エリア

特定都市河川流域における下水道による浸水対策の強化

○浸水の危険が高い地域を抱える特定都市河川流域について、下水道浸水被害軽減総合事業の
対象エリアに追加し、下水道管理者等による排水施設や貯留施設の整備とソフト対策を組み合わ
せた、浸水に対する総合的な対策を推進。

新規
事項

背景・課題 新規事項

○気候変動による降雨量の増大により、全
国各地で支川の氾濫や雨水出水による浸
水被害が頻発。

○河川・ダム整備のみによる浸水被害の防
止が困難である特定都市河川流域におい
ては、従来の排水施設に加え、あらゆる関
係者が協働し、更なる貯留・浸透対策の強
化とソフト対策を組み合わせた総合的な浸
水対策が必要。

○下水道浸水被害軽減総合事業の対象エリア要件である浸水
被害実績地区等に、新たに特定都市河川流域を追加。
（下水道管理者等による貯留施設の整備やソフト対策等の充実）

○加えて、下水道管理者による雨水貯留浸透施設の整備につ
いて、交付対象となる施設規模要件を緩和。

武雄市※内の内水被害の状況 （令和３年８月）

※特定都市河川流域の指定を検討中

下水道浸水被害軽減総合事業の対象エリアのイメージ
←特定都市河川流域を追加

特定都市河川流域
（新規対象エリア）

交付対象

• 排水施設
• 雨水貯留浸透施設
←施設規模要件を緩和して

下水道管理者による整備
を加速

• 移動式排水施設
• 河川等からの逆流防止施設
• 水位データ等の情報提供施設
• 防水ゲート、止水板 等

従前の対象エリア

１．流域治水
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貯留機能（内水調整池、前池）
＋土地利用規制

リスクマップにより
氾濫エリアを周知

Ｐ

居住誘導

Ｐ

マスプロダクツ型排水ポンプや排水ポンプ車等による早期排水

浸水センサー設置

貯留施設

雨水貯留浸透施設

雨水貯留浸透施設

貯留機能保全＋土地利用規制

遊水地

河道整備

ええ

流域治水型内水対策の推進

○近年の内水被害の頻発化を踏まえ、排水ポンプによる河川への排水を中心とした従来の対策に加え、調整池等
の貯留施設の整備や土地利用規制等のソフト対策を含む流域全体での流出抑制・被害軽減対策を推進する。

新規
事項

全国各地で内水被害が発生 流域治水型内水対策への進化

令和３年８月の大雨による武雄市（佐賀県）の内水被害

• 降雨による河川の増水により、支川の排水機能が十分
に発揮されず、支川流域における内水被害が全国各
地で多発。

• 本川の水位が上昇し、外水氾濫のおそれがある場合、
排水機場による内水排除を停止させる必要があり、本
川水位に影響を受けない支川単位での内水対策の充
実が必要。

• この対応として、地方公共団体や民間による流出抑制
対策や土地利用規制等の取組を流域全体で一体的に
進めることが必要。

流域全体での流出抑制・被害軽減対策のイメージ

国、都道府県、市町村、民間によるこれまでの総合内水対策をより一層強化するため、
流出抑制・被害軽減対策に係る以下の支援拡充を措置。

【制度拡充】

○市町村や民間による貯留浸透施設の整備を支援する流域貯留浸透事業について、
交付対象となる施設規模の要件を緩和。

○市町村による準用河川の排水施設の整備について、特定都市河川浸水被害対策
推進事業の支援対象に追加、総合流域防災事業の補助率を嵩上げ。

○浸水防止用設備に係る固定資産税の減税措置の延長（R5税制要望）

【従前の対策をパッケージで強化】
上記支援による取組に加え、

• 支川合流点において内水を貯留する内水調整池を整備【国、都道府県】

• 下流に負荷をかけないため、支川に遊水地等を整備【都道府県、市町村】

• 内水リスクを踏まえた土地利用規制（浸水被害防止区域、災害危険区域）

• 内水浸水情報のリアルタイム把握等のための浸水センサーの設置【自治体、民間】

等の流出抑制・被害軽減対策を推進し、内水対策の一層の強化・迅速化を図る。

12

排水機場で対応しきれない
内水を調整池でカバー

都道府県
市町村

【 】

１．流域治水



災害復旧事業による遊水地内の迅速な堆積土砂撤去

○ 遊水地で洪水貯留を行ったのち、土砂等が遊水地内に堆積し、次の洪水に対して洪水調節機能に影響を及ぼ
す場合には、早期に機能を復旧させるため、災害復旧事業として堆積土砂等の撤去が可能な制度を創設。

新規
事項

13

現状の対応と課題 新たな制度による対応

○洪水貯留後に遊水地内に土砂堆積等が発生した場
合、「買収方式」箇所では河川管理者が、「地役権方
式」では耕作者自らが土砂等を撤去。

○堆積土砂の撤去に時間を要する場合は、次期洪水
に対して洪水調節機能の低下が懸念。

○河川維持管理予算や、耕作者による費用負担には
限界があり、迅速な土砂撤去が困難であることから、
激甚化・頻発化する洪水に対応できないおそれ。

○遊水地へ湛水し、かつ一定規模の堆積量が認められ
る場合、災害復旧にて撤去を実施可能とする。

○災害復旧事業により予算を充当し、集中的かつ迅速
に土砂を撤去し、早期に洪水調節容量を復旧する。

【遊水地内の堆積事例】

遊水地堆積土砂

堆積土砂により洪水調節容量が減少
⇒災害復旧により土砂撤去

遊水地

洪水後

水位

【遊水地への湛水状況（令和４年8月４日）】

大久保第二遊水地

大久保第一遊水地

１．流域治水



ええ

防災まちづくりと連携した土砂災害対策の推進

土砂災害リスクの高い地域が明確化

○ 土砂災害警戒区域等の指定が進み、土砂災害のおそれ
のある区域が全国で約68万箇所も存在することが明らか

になり、移転等によるリスクの回避が必要。

土砂災害防止法に基づく移転勧告の運用改善と
まちづくりと連携した土砂災害対策の推進

14

居住誘導区域

立地適正化計画、市町村
管理構想等で地域生活拠点
として位置付けられた区域

まちづくりと土砂災害対策
の連携により、居住、公共
公益施設の誘導を推進

新規
事項

土砂災害防止法第26条に基づく移転勧告について、勧告が必要な場
合の考え方を充実することで、移転勧告の実効性を向上

まちづくり部局と土砂災害警戒区域等の指定情報を共有し、土砂災害
リスクを考慮した居住や公共公益施設を維持・誘導する区域の検討を
行い、施設整備が必要な箇所、移転を検討する箇所を精査

居住、公共公益施設の維持・誘導を図る区域であるにもかかわらず、
土砂災害リスクを抱えている区域では、「まちづくり連携砂防等事業」に
よる補助対象を拡充し、防災まちづくりを支援

土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒
区域

鉄道駅と隣接する急傾斜地

横須賀
中央駅

横須賀市では中心市街地にも
土砂災害警戒区域等が指定

横須賀
中央駅

○ 移転勧告の実効性を高め、土砂災害リスクの高い地域から
の移転を促進しつつ、まちづくりを行う上で土砂災害対策が
不可欠な地域における重点的な対策を推進する。

【まちづくりと連携した土砂災害対策の推進】
【区域指定数】

土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域

基礎調査を実施し
公表済の区域数
682,108区域

土砂災害警戒区域等の
指定数推移図（R4.3末時点）

○ 土砂災害警戒区域等は、居住や公共公益施設の維持・誘
導が図られる区域に分布するものもあり、まちづくりと連携
した対策の実施が必要。

○土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定が進み、土砂災害のリスクが「見える化」さ
れたことを踏まえ、土砂災害防止法に基づく移転勧告の運用改善を行う。

○また、土砂災害リスクに関する情報を適切に共有し、そのリスク情報に基づいて砂防事業の計画と
まちづくりの計画を一体的に検討することで、まちづくりと連携した土砂災害対策を推進する。

１．流域治水



ええ

河川事業と連携した砂防事業の推進

○気候変動の影響に伴う降雨の増大による、同一地域内での土砂災害と洪水氾濫の重複発生リス
クの増加に対し、砂防事業と河川事業を連携して実施し、複合災害に対する地域の早期安全性確
保を図る。

15

新規
事項

図：河川事業と一体的に実施する土砂災害対策

河川事業①と砂防事業②で連携して実施する防災対策

宅地等嵩上げ（河川事業）
がけ崩れ対策（砂防事業）

②

①

河川事業と連携した土砂災害対策

○ 気候変動による降雨の増大により、同一地域内における
土砂災害と洪水氾濫の重複発生リスクが増加。

浸水想定区域や土砂災害警戒区域等が重複する地域において、
浸水や土砂災害が発生

気候変動による複合災害の発生リスク増大

○ 「事業間連携砂防等事業」に、河川事業と連携して個別地
区を保全する土石流対策等を追加し、重点的な予算措置
により土砂災害対策を推進。

島根県 江の川（令和２年７月豪雨）

江の川

新潟県 荒川（令和４年８月３日からの大雨）

HWL浸水範囲
土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域

江の川

○ このような、浸水被害と土砂災害の双方のおそれがある地
域では、河川の対策と一体的に土砂災害対策を講じること
が必要。

浸水想定深0.5m～3.0m未満
浸水想定深3.0m～5.0m未満
土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域

荒川

荒川

江の川

江の川

浸水リスクを回避・解消しても土砂災害リスクが残
余するような地域では、砂防事業も連携して重点
的に対策を実施し、地域の早期安全確保を実現。

②②①

１．流域治水



施設の集約に資する
遊砂地等の効率的な
施設

集約化後も必要な施設

従来計画によ
る砂防施設

土砂・洪水氾濫
高リスク流域

土砂・洪水氾濫域

土砂・洪水氾濫対策の推進

○気候変動の影響に伴う豪雨の増大による、甚大な被害をもたらす土砂・洪水氾濫の頻発化を踏ま
え、高リスクエリアの抽出を進めるとともに、土砂・洪水氾濫対策に適した施設配置計画への見直
しを行い、効果的・効率的な施設整備を推進。

施設配置計画を見直し、遊砂地等の効率的な施設を配備することで、砂防
施設の集約を図る。

土砂・洪水氾濫により大きな被害のおそれのある流域の調査要
領（案）に基づき、土砂・洪水氾濫の高リスクエリアを抽出する。

： 上流域の土石流危険渓流に集中的な施
設整備

： 効率的な施設を配置する一方で、上流域の土石流
危険渓流はまちづくりと連携し移転を推進

従来計画 見直し後の計画

○中でも、毎年のように発生する土砂・洪水氾濫は、河川
の中下流域において大規模な被害を発生させている。

令和２年７月豪雨(熊本県球磨村)令和元年東日本台風(宮城県丸森町)

○土砂・洪水氾濫リスクを踏まえた施設配置計画を策定し、重点的
な対策を実施。

○土砂・洪水氾濫の高リスクエリアの抽出○気候変動の影響により、土砂災害の発生件数が増加。

図：昭和57年から
令和３年までの
土砂災害発生件数

土砂・洪水氾濫の高リスクエリアとなる条件

五福谷川 川内川

土砂・洪水氾濫により大きな被害の
おそれのある流域の調査要領（案）

16

え え

多発する土砂・洪水氾濫 高リスクエリアの抽出と効率的・効果的な対策の実施

※図はイメージ
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気候変動を踏まえた海岸事業の推進

○ 気候変動の影響に対応するため、まちづくりの方向性を考慮し、海岸保全基本計画を見直す。
○ まちづくりや他事業を含め、あらゆる関係者が連携し、効率的に事業を推進。
○ リスクの見える化など、ハード・ソフトを組み合せた対策を加速化。

• 気候変動により平均海面水位、高潮時の潮位偏差及び波高が上昇。
• 平均海面水位の上昇等に伴い砂浜が消失。
• 更に、うちあげ高が増大し、浸水リスクが増加。

砂浜幅：30m→うちあげ高：約0.7m※ 砂浜幅：10m→うちあげ高：約1.4m※

打上高増

※海底勾配1/20、波高2m、周期9sの波浪条件を固定

現状 砂浜幅減少・消失

• 事業間の連携により、河川・ダム・砂防・港湾・漁港等の堆積土砂を養浜
材として活用。併せて、ストックヤードの活用や、海岸管理者において関
係者との事前調整を行うことにより養浜を加速化・効率化

• 砂浜の保全・再生に資する侵食対策の予算の重点化

• 背後地のまちづくり（土地利用計画等）の方向性等を総合的に考慮し、
将来の見通しを踏まえ海岸保全施設の規模・配置等を適切に定め、海
岸事業を効率化・加速化

• 国からの財政支援及び技術的助言の実施

②砂浜の保全・再生

③高潮・高波予測の高度化

〇背景

1970年 2022年

【砂浜消失と高波災害の事例（富山県下新川海岸】 ①海岸保全基本計画の見直し

④リスクマップの整備

• 高潮を対象としたリスクマップ作成手法の確立

• うちあげ高観測技術の開発を行うとともに、うちあげ高予測精度の向上
を図る等の高潮・高波減災支援システム改良の実施

〇リスクへの対応策イメージ

潮位の上昇・波浪の強大化

浸水リスク増大

④リスクマップ整備

①海岸保全基本計画
見直し

ソフト対策

ソフト対策ハード対策

ハード対策

③高潮・高波予測の高度化

②砂浜保全・再生

砂浜が消失
（消波ブロックで代替）

2008年
高波災害

高波による越波・浸水状況

読売新聞社撮影・提供

下新川海岸

（死傷者16名、

建物全･半壊57棟、

床上･床下浸水164棟）

広い砂浜が存在

17

１．流域治水



下水道事業における災害対策等の推進

○ 大規模地震等による下水道施設の被害の発生に備え、重要道路の機能確保や被災時の公衆衛生の確保等
の観点から、「下水道総合地震対策事業」を延伸・拡充し、引き続きハード・ソフト一体的な地震対策を推進。

○ 被災時の下水道機能の早期確保の観点から、広域的な災害支援体制を強化。

○ PPP/PFIの推進に向けて、インセンティブの設定を検討。

新規
事項

国土強靭化の推進と公衆衛生の確保

〇下水道総合地震対策事業の延伸・拡充

広域的災害支援体制の強化

PPP/PFIの更なる推進

• 大規模地震に備え、緊急輸送路等の下に埋設されている管路施設や、防災拠
点等と下水処理場との間の管路施設などの重要管路の耐震化を引き続き推進

するため「下水道総合地震対策事業」を令和5年度以降も延伸

• 被災時の公衆衛生確保の観点から、帰宅困難者受入れ施設に係る下水管路を
交付対象に追加するとともに、マンホールトイレに対する交付対象を拡充

• 大規模災害時の地方公共団体の枠を超えた広域的な支援を
目的とした、下水道機能の確保に必要な資機材の配備を支
援するための「下水道広域的災害対応支援事業」を創設

１．流域治水

下水道総合地震対策事業の拡充イメージ

〇下水道広域的災害対応支援事業の創設

マンホールトイレの特徴

し尿を下水道管路に流下
でき、衛生的かつ臭気が
少ない

入口の段差がない洋式

トイレのため、 高齢者・
障害者等の使用が容易

拡充内容

• 帰宅困難者受入れ施設に係る
管路の耐震化を交付対象に追加

• マンホールトイレに関する交付対象の拡充

• PPP/PFI推進アクションプランの改定を受けて、下水道分野に
おけるコンセッションの導入をさらに推進するため、コンセッショ
ンに関連する施設整備・改築事業へのインセンティブを設定

18



○ 浸水範囲と浸水頻度の関係を図示した水害リスクマップ（浸水頻度図）について、防災まちづくりを推進する
地域における対策検討の充実に資するよう、外水に加え内水も考慮した水害リスクマップを作成。

○ 水害リスクマップのベースとなっている多段階の浸水想定図を国土数値情報などでオープン化するとともに、
床上浸水の可能性など、実感が得られやすい形で表示・提供し、情報の利活用を推進。

1/100
1/50

1/30
1/10

1/200
又は
1/150

多段階の浸水想定図（外水氾濫）防災まちづくりを推進する市町村等を対象に、外水に加え内水
も考慮した水害リスクマップを作成の上、治水対策の検討や立
地適正化計画における防災指針の検討・作成への活用を推進
することで、水害リスクの高い地域を避けた居住誘導や、浸水
に対する住まい方の工夫等を促進。

水害リスクマップを活用した防災まちづくり検討イメージ

令和５年度よりオープンデータ化に着手し、民間等の様々な主体における利活用を促進

水害リスク表示のイメージ

居住誘導区域

床上浸水の確率
（支川等氾濫）

２階以上浸水の確率
（本川＋支川等氾濫）

床上浸水の確率
（本川＋支川等氾濫）

浸水深50cm以上 浸水深50cm以上 浸水深3m以上
浸水深50cm以上

水害リスク情報の活用（水害リスクマップ）

19

実感が得られる形で見える化

防災まちづくりにおける水害リスク情報の活用推進 水害リスク情報の見える化

水害リスクマップの凡例
※下記凡例の（）内の数値は確率規模

１．流域治水



○ ハザードマップは、住民の避難に役立つことが期待されている一方、情報の理解には一定のハードルがあり、
例えば、視覚障害者などに対応していないなど、情報へのアクセスが困難な場合がある。

○ このような課題を踏まえ、全ての人が避難行動に必要な情報にアクセスできるように「重ねるハザードマップ」
を改良するなど、ハザードマップのユニバーサルデザイン化を推進。

重ねるハザードマップの改良ハザードマップのユニバーサルデザインに関する検討会

住所入力

ハザードマップのユニバーサルデザインに関する検討会の目的と内容

的
確
な
避
難
行
動

わかる
〇 浸水深
〇 浸水継続時間
〇 家屋倒壊等氾濫想定

区域

〇 指定緊急避難場所等
〇 土砂災害警戒区域
〇 避難経路

水害ハザードマップで
提供する情報

○ 利用者の理解につなが
るための情報の整理、抽
出、変換

○ 参照情報や補足情報の
整理 等

○ 利用者の特性に応じた提
供方法の整理 （音声、点
字、デジタルツール等）

○ リスクコミュニケーション
のあり方 等

○ 学識者のほか、視覚障害当事者が委員として参加。
○ 内閣府、消防庁、厚労省と連携。

○ ワーキング会議を開催し、視覚障害当事者や特別支
援学校の先生等が参加。

○ マイ・タイムラインの取組
○ 個別避難計画の作成と避難支援体制の整備
○ 地域防災力の向上

検討会開催状況
＜検討会開催趣旨＞

○水害リスクの理解を深め、
的確な避難行動につながる
よう、誰にでもわかりやすい
情報提供内容を検討。

○必要な情報が誰にでも伝わ
るよう、音声や点字、デジタ
ルツール等を活用した情報
提供のあり方を検討。

伝わる

○○市△△△

この場所では、最悪の場合、洪水により、最大で
0.5メートルから3メートルの深さの浸水が発生
することが想定されています。これは床上浸水に
相当する深さです。
水害時に当面、浸水から逃れるため、２階以上
の高い場所に避難することも有効です。

イメージ

アイコンや地図上をクリックしなくても住所を入力するだ
けで、その地点の自然災害の危険性が自動的に文章で
表示される機能を追加予定。

視覚障害者を含め誰にでも分かるハザードマップへと
改良し、全国の災害危険度情報が容易に把握可能に。

令和５年度中に改良の実装を目指す。

ハザードマップのユニバーサルデザイン化

20
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・民間企業がESG投資を呼び込むためには水害等の気候
変動リスクの開示が急務

・リスク情報の分析・評価に資する情報等のニーズが拡大

○ TCFD提言等を踏まえ、企業では気候変動に係るリスク情報の分析・評価および情報開示が急務。

○ 企業の水害等のリスク評価・分析に資するリスク情報の充実や取組支援を通じて、企業の被害最小化の取組
支援やESG投資の呼び込みを後押し。

気候変動リスク開示における民間企業の取組の支援

■企業における気候変動リスクの開示 ■水害リスク情報の充実

・ハザードマップ等の空白域の解消、水害リスクマップの整備など企業のリスク分析に
資する情報の充実を推進。

・浸水被害発生時の建物被害モデルを用いた水害リスク評価手法を検討。

■民間企業への情報発信や取組支援（関係省庁と連携）

・TCFD※提言において、企業は気候変動から生じるリスク
の分析・評価及び開示が求められている。

※TCFD：気候関連財務情報開示タスクフォース

・日本では、R4.4月の東証再編後、プライム市場上場企業
においてTCFD等に基づく気候変動リスク開示が必要。

気候リスク情報基盤に
関する意見交換

科学的知見・技術に関
する研修 研究者との意見交換 テーマ別ワーキング等

を通じた協働

環境省 文部科学省 金融庁
国土交通省 国立環境研究所

気候変動リスク情報（主に物理的リスク）
を活用しているコンサル等

参
加
者

主
催

気候変動リスク産官学連携ネットワーク（R3.9月設置）

・水害リスク分析・評価に関する適切かつ最新の情報を発信するため、民間企業との
ネットワークの場を構築するなど民間企業のリスク分析・評価の取組を支援。

中小河川等での空白域解消のための
ハザードマップの整備

浸水頻度ごとの浸水範囲を示した
水害リスクマップの整備

浸水被害発生時の建物被害モデル
（モデル工場における浸水深毎の被害額カーブ）

■国際的な会計開示基準の策定

・国際的なサステナビリティ開示基準の策定が進められ
ており、R4.3に公開草案公表。年内に基準策定見込み。

水害等の異常気象の深刻化・増加
降雨や気象パターンの変化等

物理的
リスク

温室効果ガス排出に関する規制の強化
既存製品の低炭素技術への入れ替え等

移行
リスク気候変動

から生じる
リスク・機会

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

移行・物理的リスクに関する財務上の影響を分析・評価

TCFD提言における情報開示の枠組み（概要）

・水害リスク情報の更なる充実やオープンデータ化の推進

・学術的知見を踏まえ簡易な水害リスク評価手法の構築

・日本のリスク分析評価手法の国内外への発信 等 21

※

※ 参加予定
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト 内水対策強化

○デジタル技術や新技術の活用等により、防災・減災対策を飛躍的に高度化・効率化する「流域治水ケタ違いDXプロジェクト」を
強力に推進。

○令和４年度（2022年度）中に、安価で長寿命な小型浸水センサーや量産品を活用した排水ポンプの現場実証等を実施し、浸水
時の緊急対策やリダンダンシー等の災害レジリエンスをケタ違いに高度化・効率化させる。

デジタル技術や新技術の活用等により、インフラの整備・管理を抜本的に転換し、流域治水などの防災・
減災対策を飛躍的に高度化・効率化することにより、国民サービスを”桁違い”に向上させるプロジェクト

ケタ違いプロジェクトとは

普及拡大型

技術開発型 これまでとは桁違いに高度化・効率化させる新技術・装置を開発する取組

これまでとは桁違いに普及拡大を図る取組

行政による開発の後押し
•新技術・装置の開発を誘導するための技術開発目標
（リクワイヤメント）・ターゲットプライスの提示
•民間の投資判断に資するよう、普及規模目標の提示

•流域治水の現場に導入（社会実装）するためのガイド
ライン等の提示

ええ

❶安価で長寿命

※河川砂防技術研究開発
公募で開発したセンサー

●桁違いのポイント

小型浸水センサー
の設置なし

概ね5年以内を目途に、全国の浸水常襲箇所を中心に約10,000個を目標とし

て浸水センサーを普及させ、安価な供給を実現し、更なる普及拡大を通じて、内
水等による浸水をリアルタイムの把握、浸水時の緊急対策はもとより、浸水後の
罹災証明や保険の早期支払い、災害復旧の早期対応など災害レジリエンスを
ケタ違いに高度化、効率化させる。

浸水常襲地区の民間・公的施設等
管理者による多数のセンサーを設置

ワンコイン浸水センサー普及プロジェクト

“安価で長寿命な”小型浸水センサーの“普及拡大”

➋センサ普及拡大
Before After

Before After
数万円・耐用年数3年 数百円・耐用年数

5～10年

●プロジェクトの目標と期待される効果

マスプロダクツ型排水ポンプ普及プロジェクト

❶安価で維持管理が容易

●桁違いのポイント

現地毎の
一品生産

令和６年度までのマスプロダクツ型排水ポンプの現場実証実験を通じた技術
開発を推進し、浸水常襲箇所等における令和７年度からの普及拡大を目指す。
また、様々な条件下にある既設・新設の排水機場への導入計画を作成し、更な
る普及を進め、整備コスト縮減、故障時の復旧迅速化・リダンダンシーを含むメン
テナンス性の向上を図り災害レジリエンスをケタ違いに高度化、効率化させる。

次世代の維持管理等の容易性を確保
する仕様の標準化、マスプロダクツ化

“安価で維持管理が容易な”車両用エンジンを活用したポンプの技術開発

➋マスプロダクツ型排水ポンプ技術開発

Before After

●プロジェクトの目標と期待される効果

車両用エンジンを
用いた量産品

マスプロダクツ《mass+products》量産品

Before After

技術開発型普及拡大型

1m3/sあたり2億円
故障時は修理対応（長時間）

1m3/sあたり0.9億円
故障時は代替機と交換（短期間）

23浸水常襲地における浸水状況の早期把握による対応強化と浸水の早期解消を実現

３．DXの推進 101億円



流域治水ケタ違いDXプロジェクト 災害対応力強化

「iTEC」により、被災状況調査をスピードアップ

【期待される効果】
・被害把握等に要する日数の短縮
・地方公共団体へ報告する調査結果は電子媒体（三次元データ等）でも提供

設計等にも活用可能とし、その後のプロセスも大幅に短縮

●デジタル技術を活用したTEC-FORCEの強化（iTEC）

●人工衛星の活用による土砂災害の早期把握と警戒避難体制の強化

①土砂移動箇所の自動判読と観測の多頻度化により、土砂移動箇所を早期把握
②火山噴火後の降灰範囲の観測により、降灰後土石流の危険性が高い箇所を把握

人工衛星の活用による迅速かつ安全な情報取得による対応力強化

【期待される効果】
①土砂災害の概略把握に係る日数

の短縮
②火山噴火発生後の降灰状況の観

測から対策の検討までの日数短縮

自
治
体
へ
情
報
提
供

：判読された土砂移動箇所

ＳＡＲ衛星画像
と 光 学 衛 星 画
像を併用した判
読の自動化手
法の活用

：観測された降灰範囲

ＳＡＲ衛星を
利 用 し た 降
灰範囲の観
測 と 対 策 の
検討

・画像判読による被災規模自動計測ツールにより、短時間で被災箇所の点群データ
を取得し、三次元データを作成。

・被害数量算出ツールにより三次元データから被害規模の計測、数量算出が効率化。

ポール・巻尺などによる計測、野帳
スケッチ、被災箇所撮影

点群データの取得及び動画撮影
⇒自動でクラウドサーバへアップさ
れ、三次元データが作成される

被害把握の迅速化

・これまでも早期査定に向け設計図書の一部簡素化など取組を実施
一方で、査定後には詳細設計等を行い、災害復旧工事の着手までに時間を要している

・金額算定の一本化等により、２つのスピードアップを実現
①災害査定の申請、②災害復旧工事の着手

手続き改善による迅速化

【期待される効果】
・自治体負担が軽減、工事着手までの日数が短縮、地域の早期復旧を実現

※この他、リモート査定の推進や災害報告や国庫負担申請を効率化するための災害復旧
事業関係事務のシステム化等を推進

Before

After

地域の
早期復旧

発災からの期間

発災からの期間

発災

【査定】
（金額決定）被害把握・査定設計 詳細設計等

【設計変更】
（金額確定）

発災

復
旧
完
了

被害把握
【査定】

（金額確定）

工
事
着
手

詳細設計等

イメージ図
【査定申請】

【査定申請】

復
旧
完
了

工
事
着
手

○ デジタル技術の活用や災害復旧手続きの改善等により、被害把握から災害復旧事業の実施に至るまでの期間を短縮する「ス
マート災害復旧」を推進し、被災自治体の負担軽減・被災地域の早期復旧を実現。

○ 被害把握においては画像解析等を活用し、自治体への迅速な情報提供による警戒避難体制の早期構築を図るとともに、TEC-
FORCEの活動を効率化する「iTEC」の取組により、被害の全容把握を迅速化。

●大規模災害時における災害復旧の手続を改善

スマート災害復旧推進プロジェクト

24
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※査定前着工については、従来のとおり対応



現在

堤防天端高

6時間先

一級水系

国
管
理
区
間

一級水系

洪水予測の高度化（気象庁との連携）

○ 一級水系において、流域全体のあらゆる観測情報を活用し、本川・支川が一体となった洪水予測を実施し、予測
精度を向上するとともに、低平地を有する主要な河川では、長時間先（3日程度先）の予測の提供に取り組む。

○河川管理者による災害対応を早期から可能にするとともに、市区町村によるタイムライン防災や広域避難等の判
断を支援。

排水ポンプ車の前進配備

会見による警戒の呼びかけWEB会議による危機感の共有

着実な災害対応へ活用本川・支川が一体となった洪水予測

一級水系において国が都道府県と連携し、本川・支川が一体となった洪水予測を実施
し、予測精度の向上や支川等の水位予測の活用により、災害対応や避難を支援。

山間部の河川への流出、氾濫
を一体に表現することで、山間
部における予測精度が向上。

本支川の合流部において、
バックウォーターの影響を
考慮した予測が可能。

水位の観測値（実績値）

新たなモデルによる予測水位

既存のモデルによる予測水位

予測精度向上のイメージ

洪
水
予
報
河
川
等
（
国
）

洪
水
予
報
河
川
等

（
都
道
府
県
）

流域全体の観測情報を活用
することで、予測精度の向上、
予測時間の延伸に寄与。

※一級水系のうち、低平地を有する主要な河川では、
現在６時間先まで提供している水位予測を長時間化し、
３日程度先の水位予測情報の提供に取り組む。
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＜令和7年度から実装予定＞

予測精度の向上により、
迅速な避難等を支援！

予測の精度向上・長時間化により、排水ポン
プ車の前進配備等の災害対応の高度化や、
予測情報を用いた危機感の共有および会見
等を通じた早期の警戒の呼びかけを実現。
さらに、タイムラインを活用した防災を支援。



オープンデータによる流域防災ＤＸの駆動

○ オープンデータの推進や仮想空間上の実証実験基盤の提供により、官民連携によるイノベーションを通じて流
域防災に資する技術開発を促進し、予測技術、危機管理対応技術の飛躍的な高度化を図る。

○ 併せて、流域の災害リスクや危機管理対応の効果を「見える化」し、平時からのリスクコミュニケーションも推進
することで、防災に係るあらゆる主体の自発的な行動を喚起し、流域全体の防災能力の飛躍的な向上を図る。

流域情報等のオープンデータの拡充・安定配信

■実績データの拡充・UI改良

■リアルタイムデータの拡充

■「使いやすい」データの提供

■伝送系の冗長化・合理化

流域防災デジタル実証基盤の整備

■流域防災対応を実証するデジタルツインの整備

技術開発 実用性評価 社会実装

実証実験基盤の下に
官民の技術が結集し
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進

実証実験基盤の下で
複数技術の実用性を
比較評価

技術の結集 同条件で評価 仮想→現場

予測の高度化、対策
効果の「見える化」に
よる合意形成

3次元データ
による可視化

様々なケースの
災害要因仮想空間に流域を再現した実証実験基盤を整備。

洪水予測や対策効果の「見える化」等の技術開発を
官民連携によるイノベーションで促進。

流域防災技術の高度化
防災能力の

飛躍的な向上

■リスクコミュニケーション■危機管理対応

■予測

■市民等による危機管理対応

■市町村による危機管理対応

■国による危機管理対応

本川・支川が一体と
なった洪水予測

浸水エリアの３Ｄ表示

ワンストップによる火山砂防警戒避難支援

衛星による観測

UAV自動飛行緊急調査

電源・通信回線の二重化

観測情報の集約中継局緊急ハード対策
（ブロック、ネット等）

治水施設等の
効果的な運用

避難行動を促す
民間サービス例

避難計画の事前登録

確実な情報に
基づく判断

水害リスク等の分かりやすい発信

人命・資産
要配慮者利用施設
土地利用・まちづくり 等

ハザード情報（水害リスクマップ）
ハード対策の効果

■リアルタイムデータの提供 ■実績データの提供

地上レーダ雨量など、提供データを拡
充しつつ、DBのUI改良を行い、データ抽

出を容易にし、技術開発等への利活用
を促進。

複雑化した既存のシステム系統を合理
化し、効率性向上と脆弱性対策を図る。
また、併せて冗長化を推進。

水防災オープンデータ提供サービス等で提供 水文水質データベース等で提供

地上雨量・水位等異なるデータセット間で
データフォーマットを統一し、二次利用を
容易にし、技術開発等への利活用を促進。

浸水検知・越水検知等、リアルタイム配信
のデータを拡充。また、民間等が有する情
報のリアルタイム共有の枠組みを構築。
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一級水系

国
管
理
区
間

一級水系

洪
水
予
報
河
川
等

（
国
）

洪
水
予
報
河
川
等

（
都
道
府
県
）



グリーンインフラの取組の深化

○持続可能で魅力ある都市・地域づくりを推進するため、河川全体の自然の営みを視野に入れた多自然川づくりに
取り組むとともに、流域へと視点を拡げ、流域のあらゆる区域・関係者において、自然環境が有する多面的な機
能と治水対策が両立したグリーンインフラの取組を推進。

・河川内においては、河川環境の現状評価を行う、「河川環境管理シート」を令和５年度迄に全国１０９水系で作成
・河川と連続した区域においては、自然再生計画等を策定し、霞堤などの貯留機能を有する区域や治水と環境の
機能を有する水害防備林の保全・再生を行う

・流域環境の保全・創出を推進するため、 TNFD※等の動向を踏まえ、地域資源を利用する企業と地域との連携
により、湿地や水田等の土地所有者による生物多様性保全の活動を、民間資金で支える仕組みについて検討

○貯留機能を有する区域の保全・再生

・遊水地での生態系保全の取組に加え、河川の環境整

備と連携し、貯留機能保全区域内での生物の連続した生

息・生育環境創出等の環境整備を可能とする。

P10より再掲

➣魚類の遡上・降下が困難な
区域における魚道等の整備

➣水路、湿地等の生息
環境の整備霞堤

【河川と連続した区域】

○水害防備林の保全・再生

水害防備林（久慈川） 水害防備林に補足された流木

【水害防備林の効果予測・分析】

【河川内】

多自然川づくりの高度化

(ネイチャーポジティブ※な流域治水の取組)

＜河川環境の評価と改善の
考え方の具体化＞

○現況の河川環境を保全するとともに
できる限り向上

↓
○河川内で相対的に良好な場を

リファレンスに設定
↓

○リファレンスとのかい離の程度
から河川の環境を評価

【流域】

民間等による支援の仕組み検討

５．地域活性化

※ 生物多様性の損失を食い止め回復

投

資

家

民
間
事
業
者

支援

地域住民等による取組

※自然関連財務情報開示タスクフォース
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参考

○近年の世界各国における水災害の発生状況

○第4回アジア・太平洋水サミットの結果概要

○熊本水イニシアティブ（概要）

○令和４年８月３日からの大雨等による被害の状況

○TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の概要

○防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

○防災・減災、国土強靱化に資する治水対策の効果事例

○治水ダムの建設や利水ダムも含めた既設ダムの徹底活用を図るためのダム再生のより

一層の推進

○特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和3年法律第31号）

○水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり

○関係省庁と連携した流域治水の取組

○越水に対して「粘り強い河川堤防」の技術開発

○高台まちづくりの推進

○河川管理施設の活用や高度化、舟運の活用等による脱炭素化の推進

○政府方針、予算推移等

・・・ P.43

・・・ P.44

・・・ P.45

・・・ P.46

・・・ P.47

・・・ P.48
・・・ P.52

・・・ P.55
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◆ 流域水害対策計画を活用する河川の拡大

－ 市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、

自然的条件により困難な河川を対象に追加（全国の河川に拡大）

降雨量の増大等に対応し、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、
企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組み「流域治水関連法」を整備する必要

○近年、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水災害が激甚化・頻発化

○気候変動の影響により、21世紀末には、全国平均で降雨量１．１倍、洪水発生頻度２倍になるとの試算

背景・必要性

（20世紀末比）

法律の概要

流域治水のイメージ

１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策
【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

◆ 河川・下水道における対策の強化

－ 利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会（河川管理

者、電力会社等の利水者等が参画）の創設（※予算・税制）

－ 下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位

置付け、整備を加速

－ 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、

河川等から市街地への逆流等を確実に防止

◆ 流域における雨水貯留対策の強化

－ 貯留機能保全区域を創設し、沿川の保水・遊水機能

を有する土地を確保

－ 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリ

ーンインフラとして活用

－ 認定制度、補助、税制特例により、自治体・民間の雨

水貯留浸透施設の整備を支援（※予算関連・税制）

３．被害対象を減少させるための対策
【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別
措置法、建築基準法】

◆ 水防災に対応したまちづくりとの連携、

住まい方の工夫

－ 浸水被害防止区域を創設し、住宅や要

配慮者施設等の安全性を事前確認（許可制）

－ 防災集団移転促進事業のエリア要件の

拡充等により、危険エリアからの移転を

促進（※予算関連）

－ 災害時の避難先となる拠点の整備や地

区単位の浸水対策により、市街地の安

全性を強化（※予算関連）

－ 洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川

等まで拡大し、リスク情報空白域を解消

－ 要配慮者利用施設に

係る避難計画・訓練

に対する市町村の助

言・勧告によって、避

難の実効性確保

－ 国土交通大臣による

権限代行の対象を拡

大し、災害で堆積し

た土砂の撤去、準用

河川を追加

◎ 堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）

◆ 流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

－ 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し、官民による雨水貯留浸透対策の強化、

浸水エリアの土地利用等を協議

－ 協議結果を流域水害対策計画に位置付け、確実に実施

４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
【水防法、土砂災害防止法、河川法】

【参考】 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和3年法律第31号）
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【参考】水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり （浸水被害防止区域に係る制度）

57

水災害の危険性の高い地域の 居住を避ける

水災害の危険性の高い地域に

居住する場合にも命を守る

水災害の危険性の高い地域からの 移転を促す

○災害レッドゾーンにおける自己居住用住宅以外の開発を原則禁止
※新たに、病院・社会福祉施設・ホテル・自社オフィス等の自己業務用施設の開発を原則禁止（R4.4～）

○災害レッドゾーンにおける高齢者福祉施設の新設を原則補助対象外
とする（R3年度※～）

○災害レッドゾーンを居住誘導区域から原則除外（R3.10～）

○浸水被害防止区域（災害レッドゾーンの１つ）制度を創設（R3.11～）
住宅・要配慮者利用施設の新設における事前許可制を導入

○既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援（R4年度～）

水災害リスクを踏まえた重層的な取り組みにより、安全なまちづ
くり・住まいづくりを推進する。

※厚生労働省予算

○被災前に安全な土地への移転を推進
－居住者がまとまって集団で移転する制度※の活用（R3.11～）

※防災集団移転促進事業
住宅団地の整備・住居の移転等の費用について、約94%を国が負担（地方財政措置含む）
最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和（R2年度～）

－個別住宅を対象とした移転を支援（R4年度～）

浸水被害防止区域

家屋の居室の高さを浸水が
想定される深さ以上に確保

移転

居室

基準
水位

○ 住宅・要配慮者施設等の安全性を事前確認

－住宅（非自己）・要配慮者施設の土地の開発
行為について、土地の安全上必要な措置を講ずる

－住宅・要配慮者施設の建築行為について、
・居室の床面の高さが基準水位以上
・洪水等に対して安全な構造とする

浸水被害防止区域における安全措置
（特定都市河川浸水被害対策法）

（防災集団移転促進事業）

○ 災害危険区域に加え、浸水被害防止
区域、地すべり防止区域、土砂災害
特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険
区域を追加

○ 最小移転戸数を１０戸→５戸に緩和

○ 災害レッドゾーンを立地適正化計
画の居住誘導区域から原則除外

○ 特別養護老人ホームなど高齢者福祉施
設について、災害レッドゾーンにおける
新規整備を補助対象から原則除外
＜厚生労働省にてR3年度より運用開始＞

○ 災害レッドゾーンにおける自己居住
用住宅以外の開発を原則禁止

※病院・社会福祉施設・ホテル・自社オフィス
等の自己業務用施設の開発を新たに
原則禁止とする（R4.4～）

（参考）災害レッドゾーン

・浸水被害防止区域（R3.11施行）
・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域

開発の原則禁止

居住誘導区域から原則除外

高齢者福祉施設の新設への
補助要件の厳格化

被災前に安全な土地への移転を推進

ピロティ等

P

敷地の
嵩上げ 住宅団地

浸水被害防止区域から
被災前に安全な土地への移転が可能となる

（がけ地近接等危険住宅移転事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域等を追加 ＜R4年度予算より＞

既存の住宅等の浸水対策（嵩上げ等）を支援

（災害危険区域等建築物防災改修等事業）

○ 災害危険区域等に加え、浸水被害防止
区域を追加 ＜R4年度予算より＞

居住する場合にも命を守る・移転を促す取組

居住を避ける取組

水災害の危険性の高い地域を示す
○従来の浸水範囲に加え、土地の浸水頻度

をわかりやすく図示した「水害リスクマップ」
を新たに整備し、居住誘導や住まい方の
工夫等を促進

災害
レッド
ゾーン

市街化
調整区域

※当資料の水害リスクマップは床上浸水相当（50cm以上）の
浸水が発生する範囲を示しています（暫定版）

※凡例の（ ）内は確率規模を示しており、これは例示です

水害リスクマップの例

○ 市街化調整区域内で市街化区域
と同様の開発を可能とする区域※

から災害レッドゾーン及び災害イ
エローゾーンを原則除外（R4.4～）

※都市計画法第34条第11号、12号
に基づく条例で指定する区域

市街化調整区域内の開発許可の
厳格化

（参考）災害イエローゾーン

条例

区域※

浸水
想定
区域

浸水
想定
区域

災害
レッド
ゾーン

居住
誘導
区域

・浸水想定区域
（土地利用の動向、浸水深（3.0mを目安）
等を勘案して、洪水等の発生時に生命
又は身体に著しい危害が生ずるおそれ
がある土地の区域に限る）

・土砂災害警戒区域



○関係行政機関相互の緊密な連携・協力の下、現場での「流域治水」の推進を図るため、文部科学省と連携した
学校施設の水害対策の推進等に取り組む。

○具体的には、学校設置者による水害対策を促進するため、水災害リスク（発生規模や頻度等）を踏まえた対策を
検討する際の参考となるよう、取組の方向性や留意事項を示す必要があるところ、「学校施設の水害対策検討
部会」を文部科学省において設置し、本部会の議論を踏まえて令和４年６月に中間報告を公表。

○国土交通省においては、オブザーバーとして本検討部会に参加しており、今後、文部科学省の実施するケース
スタディに連携して、校庭等への雨水貯留浸透施設等の設置の推進等を働きかけるとともに、取組を支援する。

学校施設の水害対策の検討イメージ

水害リスクマップの整備（国土交通省）

中間報告

近年の水害と学校施設を取り巻く現状を踏まえたうえで、学校
施設の水害対策の基本的な視点や、学校施設の水害対策の
検討の枠組み、国による推進方策についてとりまとめて報告。
今後、最終報告（R5.3目途）において、中間報告を踏まえ、具体
事例を取り上げながら、対策の手順等を示した手引きを策定。

学校施設の水害対策の方向性のイメージ
※国土交通省「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの

ガイドライン」を基に文部科学省で作成

学校施設の水害対策検討部会で、取組の方向性の整理

○水害対策の取組の方向性、水災害リスク情報の把握方法、
施設・設備面の対策方法の骨子を検討

水害リスク情報の把握

○学校設置者は、どのようなハザード情報を収集する必要があるか。
○収集したハザード情報をもとに、学校設置者が可能な範囲で、

どのようにリスクを把握するか。

施設・設備面の対策方法の検討

○対策技術の整理

治水担当部局等による⾬水貯留浸透施設等の設置への支援（国土交通省）

【参考】関係省庁と連携した流域治水の取組（文部科学省との連携による学校施設の水害対策の推進）
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•水田貯留の取組は、その規模や位置等に加え、降雨の規模等により、効果の程度や

影響範囲等は変化。

•効果を発揮するための機能確保に係る管理体制についても検討が必要。

•持続可能で効果的な運用や追加的な対策の検討に向け、公募研究を活用した知見の

蓄積や、河川管理者として把握している情報の提供等、農林水産省と連携して効果の

定量的・定性的な評価、効果の評価に必要な技術の向上・実装に取り組む。

■水田貯留の効果の定量化・可視化
■水田貯留の効果の評価に必要な技術の向上・実装

効果が期待される条件や範囲等も踏まえながら、
全国における水田の貯留機能向上の取組を推進

＜水田貯留の効果検討のイメージ＞ ＜公募研究の検討プロセス例＞

海域

評価点C
評価点B

評価点A

本川

水田が
多い流域

水田が
多い流域

支川

• 地域での取組の基礎となる情報
や基本的な考え方をとりまとめた
「田んぼダム」の手引きを令和４
年４月に策定・公表。

• 策定にあたり議論・意見聴取を
行った検討会には国土交通省も
オブザーバーとして参加。

参考：農林水産省の取組
＜スマート田んぼダム実証事業＞

○流域治水の推進にあたっては、農林水産省との積極的な連携を図っており、令和2年度末に策定・公表した一
級水系の流域治水プロジェクトに、水田の貯留機能向上やため池の活用などの連携施策を位置付けたところ。

○水田貯留の治水効果の定量化・可視化等を農林水産省と連携して行い、効果が期待される条件や範囲等も踏
まえながら、全国での水田の貯留機能向上の取組を推進。

水田貯留なし
水田貯留あり

時間

流量

＜「田んぼダム」の手引き＞

• 水田の持つ雨水貯留能力の更なる活用を検討
するため、まとまった面積の水田において、自動
給排水栓を用いた豪雨前の一斉落水、豪雨中
の一斉貯留や流出制限により、防災上の効果を
実証

イラスト：新潟県ウェブページ

公募研究を活用して知見等の蓄積

【参考】関係省庁と連携した流域治水の取組（農林水産省との連携による水田貯留の推進）
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関東地整における流域治水に関するPR事例 資料１－４

１

〇 流域治水の取組の推進にあたっては、流域関係者に流域治水について広く認識いただくことが必要
不可欠であり、そのための手段の一つとして、流域治水の考え方や取組の流域関係者へのPR が重
要であるとともに、地方誌や地方報道機関とのコミュニケーションを密にしていくことが重要。

〇 PR事例としては住民説明・意見交換、シンポジウム、出前講座等が多く、SNSを使った事例が少ない。

■広報手段の傾向

・関東の取組では（58件）。分類別では住民説明・意見
交換が最も多く、次いでシンポジウム、自治体広報誌が
同程度。

・地元誌、地元TV・ラジオとの連携数は少ない。

・SNSの利用が少ない・LINEやInstagramなどの活用、
国や役所以外のデジタルサイネージの活用などの事例
がなかったので今後検討していく。

■事例の紹介

（１）流域治水協議会（農政局、県、市町村他）において先行

事例や補助金制度を紹介する上下流交流会を開催

（２）「流域治水」広報用のYoutube動画を作成・公開

（３）管内の各自治体等のデジタルサイネージに、流域治水

の説明用資料を掲載

（４）事務所HP上に、流域治水協議会の区市町長による、

流域治水の取り組み事例に関する紹介や地域住民への

メッセージ動画を掲載

（５）公民館や図書館などを使用し、巡回パネル展を開催

（６）「流域治水」についてのロゴマークを公募・選定

（７）流域治水の発展のため、国と県が連携し、市町村関係

者、学識者、コンサルタントなど、多くの方へ流域治水の

重要性を発信する流域治水シンポジウムを開催

＜項目別PR事例内訳（全58件中）＞

分類 件数
TV 2
SNS 2
新聞 3
雑誌(広報誌) 5
シンポジウム 7
住民説明・意見交換 9
その他 30
合計 58

関東


一覧表

						【一覧表】河川管理施設の老朽化対策・更新計画（地整別） いちらんひょう ろうきゅうか たいさく こうしん けいかく
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								89九州 きゅうしゅう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								合　計 ごう けい		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!
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								84北陸 ほくりく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								85中部 ちゅうぶ		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								86近畿 きんき		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								87中国 ちゅうごく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								88四国 しこく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								89九州 きゅうしゅう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								合　計 ごう けい		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								５か年伸び率 ねん の りつ		－		－		－		－		ERROR:#REF!		－		－		－		－		ERROR:#REF!

								注１）「堤防延長」は、各年度の４月１日時点の延長を示している。 ちゅう ていぼう えんちょう かくねんど つき ひ じてん えんちょう しめ

								③ 堤防除草対象面積 ていぼう じょそう たいしょう めんせき																				（単位：千m2） たんい せん

										５か年加速化対策以前 ねん かそくか たいさく いぜん										５か年加速化対策（短期整備期間） ねん かそくか たいさく たんき せいび きかん

								地整名 ちせい な		H28		H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6		R7

								81北海道 ほっかいどう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								82東北 とうほく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								83関東 かんとう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								84北陸 ほくりく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								85中部 ちゅうぶ		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								86近畿 きんき		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								87中国 ちゅうごく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								88四国 しこく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!
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										５か年加速化対策以前 ねん かそくか たいさく いぜん										５か年加速化対策（短期整備期間） ねん かそくか たいさく たんき せいび きかん

								地整名 ちせい な		H28		H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6		R7
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								84北陸 ほくりく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								85中部 ちゅうぶ		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								86近畿 きんき		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								87中国 ちゅうごく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								88四国 しこく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!
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								５か年伸び率 ねん の りつ		－		－		－		－		ERROR:#REF!		－		－		－		－		ERROR:#REF!













								⑤ 河川管理施設数 かせん かんり しせつ すう																				（単位：施設） たんい しせつ

										５か年加速化対策以前 ねん かそくか たいさく いぜん										５か年加速化対策（短期整備期間） ねん かそくか たいさく たんき せいび きかん

								地整名 ちせい な		R3		R4		R5		R6		R7		R8		R9		R10		R11		R12

								81北海道 ほっかいどう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								82東北 とうほく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!
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								88四国 しこく		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								89九州 きゅうしゅう		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								合　計 ごう けい		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								５か年伸び率 ねん の りつ		－		－		－		－		ERROR:#REF!		－		－		－		－		ERROR:#REF!

								注１）「河川管理施設の箇所数」は、各年度の４月１日時点の管理対象箇所数を示している。 ちゅう かせん かんり しせつ かしょ すう かんり たいしょう かしょ すう

								⑥ 河川管理施設の維持管理費用 かせん かんり しせつ いじ かんり ひよう																				（単位：億円） たんい おくえん

										５か年加速化対策以前 ねん かそくか たいさく いぜん										５か年加速化対策（短期整備期間） ねん かそくか たいさく たんき せいび きかん

								地整名 ちせい な		H28		H29		H30		R1		R2		R3		R4		R5		R6		R7
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								合　計 ごう けい		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

								５か年伸び率 ねん の りつ		－		－		－		－		ERROR:#REF!		－		－		－		－		ERROR:#REF!



































































































































































































































































【機密２】
2022/06/06時点_80河川保全企画室




入力シート

				流域治水に関するPR事例について（今後予定されているものも含む） リュウイキ チスイ カン ジレイ



						白抜き シロヌ		黄色ハッチ キイロ		灰色ハッチ ハイイロ

						直接入力 チョクセツ ニュウリョク		選択入力 センタク ニュウリョク		入力不要 ニュウリョク フヨウ
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				地整名
（１）		事務所名
（２）		水系名
（３）		河川名
（４）		PR事例
（５） ジレイ										その他補足事項
（★積極的に働きかけ
　◎珍しい優良事例）
（６） ホカ ホソク ジコウ セッキョクテキ ハタラ メズラ ユウリョウ ジレイ		地元誌・地元報道
（７） ジモト シ ジモト ホウドウ		その他分類分け
（８） タ ブンルイ ワ

												年月日
（５-1） ネンガッピ		分類
（5-2） ブンルイ		事例概要
（5-3） ジレイ ガイヨウ		連携機関名
（5-4） レンケイ キカン メイ		連携の方法
（5-5） レンケイ ホウホウ



		4		81北海道		帯広 オビヒロ		十勝川 トカチガワ		音更川 オトフケガワ		6/18/22		その他		十勝川水系音更川総合水防演習の中で、流域治水についてアナウンサーより紹介を行った。 ナカ リュウイキ チスイ ショウカイ オコナ		－		－						？

		28		82東北		仙台 センダイ		阿武隈川 アブクマガワ		阿武隈川下流 アブクマガワ カリュウ		2021～		その他		事務所内の広報スペース（1Fロビー）にて東北地整作成の概要動画を就業時間中に上映している。 ジムショ ナイ コウホウ トウホク チセイ サクセイ ガイヨウ ドウガ シュウギョウ ジカンチュウ ジョウエイ		－		－						動画放映 ドウガ ホウエイ

		31		82東北		福島河川国道事務所 フクシマ カセン コクドウ ジムショ		阿武隈川 アブクマガワ		阿武隈川 アブクマガワ		R4.1.13		その他		阿武隈川サミット実行委員会で委員に対して、流域治水の取組について説明を行った。 アブクマガワ ジッコウ イインカイ イイン タイ リュウイキ チスイ トリクミ セツメイ オコナ		福島市
阿武隈川サミット実行委員会 フクシマシ アブクマガワ ジッコウ イインカイ		福島市が主催として開催した阿武隈川サミットにおいて、研修として流域治水の取組について発表の依頼があった。 フクシマシ シュサイ カイサイ アブクマガワ ケンシュウ リュウイキ チスイ トリクミ ハッピョウ イライ						講演 コウエン

		35		82東北		成瀬ダム ナルセ		雄物川 オモノガワ		成瀬川 ナルセガワ		2021		その他		・成瀬ダム右岸展望台、上流展望台から工事の様子を見学出来る。
・上流展望台、道の駅十文字（調整中）にモニターを設置して工事の様子をLIVE配信している。 ナルセ ウガン テンボウダイ ジョウリュウ テンボウダイ コウジ ヨウス ケンガク デキ ジョウリュウ テンボウダイ ミチ エキ チョウセイチュウ セッチ コウジ ヨウス ハイシン		・道の駅十文字
・湯沢河川国道事務所
・横手市 ミチ エキ ユザワ カセン コクドウ ジムショ ヨコテシ		－		★国交省から道の駅に働きかけ コッコウショウ ミチ エキ ハタラ				現場見学 ゲンバ ケンガク

		36		82東北		下流 カリュウ		北上川 キタカミ カワ		江合川 エアイ ガワ		5/29/22		その他		江合川で開催した総合水防演習の中で、流域治水の考え方や取組について紹介した。 エアイ ガワ カイサイ ソウゴウ スイボウ エンシュウ ナカ リュウイキ チスイ カンガ カタ トリクミ ショウカイ		大崎市、石巻市、登米市、栗原市、東松島市、富谷市、松島町、大和町、大郷町、大衡村、色麻町、加美町、涌谷町、美里町、宮城県　他 ミヤギケン ホカ		水防演習の中で流域治水に関する内容も含めるよう調整した。 スイボウ エンシュウ ナカ リュウイキ チスイ カン ナイヨウ フク チョウセイ						市町村説明 シチョウソン セツメイ

		37		82東北		仙台 センダイ		名取川 ナトリガワ		名取川 ナトリガワ		2021～		その他		事務所内の広報スペース（1Fロビー）にて東北地整作成の概要動画を就業時間中に上映している。 ジムショ ナイ コウホウ トウホク チセイ サクセイ ガイヨウ ドウガ シュウギョウ ジカンチュウ ジョウエイ		－		－						動画放映 ドウガ ホウエイ

		43		82東北		山形 ヤマガタ		最上川 モガミガワ		最上川 モガミガワ		6/21/22		その他		最上川上流区間の沿川市町の担当者を対象に、流域治水に関する勉強会を実施した モガミガワ ジョウリュウ クカン エンセン シチョウ タントウシャ タイショウ リュウイキ チスイ カン ベンキョウ カイ ジッシ		西川町、河北町、大江町、小国町、山形県 ニシカワ マチ カホクマチ オオエ マチ オグニマチ ヤマガタ ケン		治水を実践していくにあたり、流域内の複数の関係市町の担当者が抱えている課題・要望等について共有した リュウイキ ナイ フクスウ カンケイ シチョウ タントウシャ カカ カダイ ヨウボウ トウ キョウユウ						市町村説明 シチョウソン セツメイ

		44		82東北		山形 ヤマガタ		最上川 モガミガワ		最上川 モガミガワ		6/22/22		その他		最上川上流区間の沿川市町の担当者を対象に、流域治水に関する勉強会を実施した モガミガワ ジョウリュウ クカン エンセン シチョウ タントウシャ タイショウ リュウイキ チスイ カン ベンキョウ カイ ジッシ		山形市、米沢市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、東根市、南陽市、山形県 ヤマガタ シ ヨネザワ シ サガエ シ カミノヤマ シ ムラヤマ シ ナガイ シ ヒガシネ シ ナンヨウ シ ヤマガタ ケン		治水を実践していくにあたり、流域内の複数の関係市町の担当者が抱えている課題・要望等について共有した リュウイキ ナイ フクスウ カンケイ シチョウ タントウシャ カカ カダイ ヨウボウ トウ キョウユウ						市町村説明 シチョウソン セツメイ

		45		82東北		山形 ヤマガタ		最上川 モガミガワ		最上川 モガミガワ		6/24/22		その他		最上川上流区間の沿川市町の担当者を対象に、流域治水に関する勉強会を実施した モガミガワ ジョウリュウ クカン エンセン シチョウ タントウシャ タイショウ リュウイキ チスイ カン ベンキョウ カイ ジッシ		天童市、山辺町、中山町、朝日町、高畠町、川西町、白鷹町、飯豊町、山形県 テンドウシ ヤマノベ マチ ナカヤマ マチ アサヒ マチ タカハタ マチ カワニシ マチ シラタカ マチ イイデ マチ ヤマガタ ケン		治水を実践していくにあたり、流域内の複数の関係市町の担当者が抱えている課題・要望等について共有した リュウイキ ナイ フクスウ カンケイ シチョウ タントウシャ カカ カダイ ヨウボウ トウ キョウユウ						市町村説明 シチョウソン セツメイ

		48		82東北		山形 ヤマガタ		最上川 モガミガワ		最上川 モガミガワ		2022/7/25（予定） ヨテイ		その他		令和２年７月豪雨から２年を迎えるにあたり、洪水被害の記憶を風化させない取り組みとして、河北町溝延地区に令和２年７月豪雨による洪水痕跡表示板を設置予定 カホクチョウ ミゾノ チク レイワ ネン ガツ ゴウウ コウズイ コンセキ ヒョウジ イタ セッチ ヨテイ		河北町 カホクマチ		河北町と連携し、地域住民とともにまちなかを探検し、まるごとまちごとハザードマップを設置する カホクチョウ レンケイ チイキ ジュウミン タンケン セッチ						？

		49		82東北		山形 ヤマガタ		最上川 モガミガワ		最上川 モガミガワ		2022/7/29（予定） ヨテイ		その他		地域のリスク情報や水害情報等について、テレビやラジオ等のそれぞれの特性を活かし災害時の地域住民への理解と避難行動につなげるため、「緊急治水対策プロジェクト現地状況説明会」を実施する予定 キンキュウ チスイ タイサク ゲンチ ジョウキョウ セツメイカイ ヨテイ		朝日新聞東京本社山形総局、毎日新聞社山形支局、読売新聞東京本社山形支局、産経新聞社山形支局、河北新報社山形総局、一般社団法人共同通信社山形支局、株式会社時事通信社山形支局、山形新聞社、株式会社荘内日報社 、株式会社コミュニティ新聞社、日本放送協会山形放送局、山形放送株式会社、株式会社山形テレビ、株式会社テレビユー山形、株式会社さくらんぼテレビジョン、株式会社ダイバーシティメディア、株式会社ニューメディア、株式会社エフエム山形、山形コミュニティ放送株式会社、酒田エフエム放送株式会社、日本・アルカディア・ネットワーク株式会社、山形地方気象台、山形県 アサヒ シンブン トウキョウ ホンシャ ヤマガタ ソウキョク ヤマガタ ケン		流域治水の取組について理解を深め、取組状況を広く住民の方に発信していただくことを目的に、山形地域メディア連携協議会を対象とした現地説明会を開催する リュウイキ チスイ ト クミ リカイ フカ ト クミ ジョウキョウ ヒロ ジュウミン カタ ハッシン モクテキ ヤマガタ チイキ レンケイ キョウギカイ タイショウ ゲンチ セツメイカイ カイサイ		◎				メディア説明 セツメイ

		51		82東北		酒田 サカタ		最上川
赤川 モガミ カワ アカガワ		最上川
赤川 モガミ カワ アカガワ		7/7/22		その他		庄内地域「消防長、消防署長、消防団長、消防副団長研修会」において、流域治水に関する講習を行った。 ショウナイチイキ ショウボウ チョウ ショウボウショ チョウ ショウボウ ダンチョウ ショウボウ フク ダンチョウ ケンシュウカイ リュウイキチスイ カン コウシュウ オコナ		三川町 ミカワマチ		最上川及び赤川の流域治水協議会の構成員に、流域治水の取り組みついてPRする機会があれば紹介してくれるよう依頼。今年度、三川町が幹事で実施する庄内地域「「消防長、消防署長、消防団長、消防副団長研修会」での講師の依頼を受けた。 モガミ カワ オヨ アカガワ リュウイキチスイ キョウギカイ コウセイイン リュウイキチスイ ト ク キカイ ショウカイ イライ コンネンド ミカワマチ カンジ ジッシ ショウナイ チイキ コウシ イライ ウ		★				講演 コウエン

		71		83関東		本局 ホンキョク		-		-		8/25/21		その他		環境省主催の気候変動適応関東広域協議会において、流域治水関連法案の概要について説明。 カンキョウ ショウ シュサイ キコウ ヘンドウ テキオウ カントウ コウイキ キョウギカイ リュウイキ チスイ カンレン ホウアン ガイヨウ セツメイ		環境省 カンキョウショウ		環境省より気候変動適応関東広域協議会において、流域治水関連法案の概要について、説明依頼があり参加。 イライ サンカ		会議出席者は地方公共団体、農水省、経産省、気象庁、有識者 カイギ シュッセキ シャ チホウ コウキョウ ダンタイ ノウスイ ショウ ケイサンショウ キショウチョウ ユウシキシャ				講演 コウエン

		73		83関東		本局 ホンキョク		-		-		5/1/21		その他		本局河川部ロビーにてデジタルサイネージによる流域治水の広報動画を放映。 ホンキョク カセンブ リュウイキ チスイ コウホウ ドウガ ホウエイ		-		-						動画放映 ドウガ ホウエイ

		77		83関東		荒川下流 アラカワ カリュウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		7/7/22		その他		ウェルビーイング流域治水（ソーシャルアクション）の一環として「水辺で乾杯　あらかわ流域酒場」を開催。 カイサイ		NPO法人あらかわ学会 ホウジン ガッカイ		流域治水についての紹介を実施。 リュウイキ チスイ ショウカイ ジッシ		◎Webでの開催 カイサイ				イベント

		78		83関東		荒川下流 アラカワ カリュウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		予定 ヨテイ		その他		河川協力団体などと共同企画して、各種イベントに防災・流域治水の体験・PRを追加する「防災遊びプロジェクト」を実施。 カセン キョウリョク ダンタイ キョウドウ キカク カクシュ ボウサイ リュウイキ チスイ タイケン ツイカ ボウサイ アソ ジッシ		ＮＰＯ法人川に学ぶ体験活動協議会、RAC、北区観光協会等 キタク カンコウキョウカイ トウ								イベント

		79		83関東		荒川下流 アラカワ カリュウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		予定 ヨテイ		その他		東京ブロックの市民等が埼玉ブロックの対策を知る、感じるため、「荒川第二・三調節池整備事業」の現地見学会を実施。 トウキョウ シミン トウ サイタマ タイサク シ カン アラカワ ダイ 2 3 チョウセツチ セイビ ジギョウ ゲンチ ケンガクカイ ジッシ		荒川水系（埼玉ブロック）流域治水協議会 アラカワ スイケイ サイタマ リュウイキ チスイ キョウギカイ								現場見学 ゲンバ ケンガク

		80		83関東		荒川下流 アラカワ カリュウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		予定 ヨテイ		その他		各自治体等のデジタルサイネージに、流域治水の説明用資料を掲載する。 カク ジチタイ トウ ケイサイ		各自治体（12市19区1町） カク ジチタイ シ ク マチ				◎				動画放映 ドウガ ホウエイ

		81		83関東		荒川下流 アラカワ カリュウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		予定 ヨテイ		その他		大雨時に家庭からの排水量を減らすことを市民に意識してもらうため、「風呂ためキャンペーン」を実施。
民間アプリや「荒川３Ｄ河川管内図」等と連携し、スマホ等で見える化を行う。 オオアメ ジ カテイ ハイスイリョウ ヘ シミン イシキ フロ ジッシ ミンカン アラカワ カセン カンナイズ トウ レンケイ トウ ミ カ オコナ						◎				アプリ

		84		83関東		荒上 アラ ジョウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		2022/6		その他		水防管理団体と事務所が合同で重要水防箇所等の巡視を行う共同巡視において、荒川水系流域治水プロジェクトに関して説明 スイボウ カンリ ダンタイ ジムショ ゴウドウ ジュウヨウ スイボウ カショ ナド ジュンシ オコナ キョウドウ ジュンシ		水防管理団体（沿川自治体） スイボウ カンリ ダンタイ エンセン ジチタイ								関係者説明 カンケイシャ セツメイ

		85		83関東		荒上 アラ ジョウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		5/27/22		その他		第9回荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会において、荒川水系流域治水プロジェクトに関して説明 ダイ カイ アラカワ スイケイ サイタマ ケンイキ ダイキボ ハンラン カン ゲンサイタイサクキョウギカイ アラカワ スイケイ リュウイキ チスイ カン セツメイ		減災対策協議会の構成員 ゲンサイタイサクキョウギカイ コウセイ イン								関係者説明 カンケイシャ セツメイ

		87		83関東		荒上 アラ ジョウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		3/10/22		その他		荒川水系（埼玉ブロック）流域治水協議会の構成自治体に、流域治水対策を推進いただくための参考資料として、「荒川水系（埼玉ブロック）流域治水ガイドライン（案）」を作成・展開。 アラカワ スイケイ サイタマ リュウイキ チスイ キョウギカイ コウセイ ジチタイ リュウイキ チスイ タイサク スイシン サンコウ シリョウ アラカワ スイケイ サイタマ リュウイキ チスイ アン サクセイ テンカイ		構成自治体 コウセイ ジチタイ								ガイドライン

		88		83関東		荒上 アラ ジョウ		荒川 アラカワ		荒川 アラカワ		3/10/22		その他		「流域治水」について、より親しみを持っていただけるよう、ロゴマークを公募・選定・展開。 リュウイキ チスイ シタ モ コウボ センテイ テンカイ		構成自治体 コウセイ ジチタイ		ロゴマークのステッカー、ピンバッチ等を作成し、構成員へ配布予定 トウ サクセイ コウセイイン ハイフ ヨテイ		◎				ロゴマーク

		98		83関東		京浜河川 ケイヒン カセン		鶴見川 ツルミガワ		鶴見川 ツルミガワ		11/28/21		その他		防災連続講座（マイタイムライン作成等）にて、流域治水について説明。 ボウサイ レンゾク コウザ サクセイ トウ リュウイキ チスイ セツメイ		横浜市鶴見区、港北区、川崎市幸区 ヨコハマシ ツルミク コウホクク カワサキシ サイワイク		ー						講演 コウエン

		100		83関東		高崎 タカサキ		利根川 トネ カワ		烏川 カラス カワ		3/31/22		その他		流域治水に係る広報業務を発注し、広報映像及びパンフレットの制作並びに新聞掲載を実施した。
・広報映像：事務所公式YouTubeに公開(R4.4.28)
・パンフレット：事務所ＨＰに掲載及び流域治水協議会構成員に各機関の広報スペースでの配布を依頼(R4.5.20)
・新聞：上毛新聞及び朝日新聞の朝刊に掲載(R4.3.20) リュウイキ チスイ カカ コウホウ ギョウム ハッチュウ コウホウ エイゾウ オヨ セイサク ナラ シンブン ケイサイ ジッシ コウホウ エイゾウ ジムショ コウシキ コウカイ ジムショ ケイサイ オヨ リュウイキ チスイ キョウギカイ コウセイイン カク キカン コウホウ ハイフ イライ シンブン ジョウモウ シンブン オヨ アサヒ シンブン チョウカン ケイサイ		-		-		★				？

		101		83関東		高崎 タカサキ		利根川 トネ カワ		烏川 カラス カワ		12/23/21		その他		藤岡市防災公園において現地視察会を開催した。 フジオカ ゲンチ		藤岡市 フジオカシ		藤岡市で整備した防災公園において、高崎河川国道事務所から住民参加型の現地視察会の開催をお願いした フジオカシ セイビ ボウサイ コウエン タカサキ カセン コクドウ ジムショ ジュウミン サンカガタ ゲンチ シサツカイ カイサイ ネガ						現場見学 ゲンバ ケンガク

		107		83関東		利根上 トネ ウエ		利根川 トネガワ		利根川 トネガワ		4/1/22		その他		事務所内のデジタルサイネージで流域治水の広報動画を放映。 ジムショ ナイ リュウイキ チスイ コウホウ ドウガ ホウエイ										動画放映 ドウガ ホウエイ

		123		84北陸		富山河川国道事務所 トヤマ カセン コクドウ ジムショ		小矢部川 オヤベガワ		小矢部川 オヤベガワ		8/2/22		その他		メディア説明会において、流域治水の取組みについて説明する セツメイカイ リュウイキ チスイ ト ク セツメイ		富山県内の報道機関 トヤマ ケンナイ ホウドウ キカン		例年、事務所で実施している記者向けの説明会の機会を活用し、流域治水の取組みを説明する レイネン ジムショ ジッシ キシャ ム セツメイカイ キカイ カツヨウ リュウイキ チスイ トリクミ セツメイ						メディア説明 セツメイ

		127		84北陸		信濃川河川事務所 シナノガワ カセン ジムショ		信濃川 シナノガワ		信濃川 シナノガワ		R3夏頃 ナツ コロ		その他		企業BCPの策定講習会で流域治水に関する話題を提供 キギョウ サクテイ コウシュウカイ リュウイキ チスイ カン ワダイ テイキョウ										講演 コウエン

		131		84北陸		富山河川国道事務所 トヤマ カセン コクドウ ジムショ		庄川 ショウガワ		庄川 ショウガワ		8/2/22		その他		メディア説明会において、流域治水の取組みについて説明する セツメイカイ リュウイキ チスイ ト ク セツメイ		富山県内の報道機関 トヤマ ケンナイ ホウドウ キカン		例年、事務所で実施している記者向けの説明会の機会を活用し、流域治水の取組みを説明する レイネン ジムショ ジッシ キシャ ム セツメイカイ キカイ カツヨウ リュウイキ チスイ トリクミ セツメイ						メディア説明会 セツメイカイ

		132		84北陸		富山河川国道事務所 トヤマ カセン コクドウ ジムショ		常願寺川 ジョウガンジガワ		常願寺川 ジョウガンジガワ		8/2/22		その他		メディア説明会において、流域治水の取組みについて説明する セツメイカイ リュウイキ チスイ ト ク セツメイ		富山県内の報道機関 トヤマ ケンナイ ホウドウ キカン		例年、事務所で実施している記者向けの説明会の機会を活用し、流域治水の取組みを説明する レイネン ジムショ ジッシ キシャ ム セツメイカイ キカイ カツヨウ リュウイキ チスイ トリクミ セツメイ						メディア説明会 セツメイカイ

		135		84北陸		富山河川国道事務所 トヤマ カセン コクドウ ジムショ		神通川 ジンヅウガワ		神通川 ジンヅウガワ		8/2/22		その他		メディア説明会において、流域治水の取組みについて説明する セツメイカイ リュウイキ チスイ ト ク セツメイ		富山県内の報道機関 トヤマ ケンナイ ホウドウ キカン		例年、事務所で実施している記者向けの説明会の機会を活用し、流域治水の取組みを説明する レイネン ジムショ ジッシ キシャ ム セツメイカイ キカイ カツヨウ リュウイキ チスイ トリクミ セツメイ						メディア説明 セツメイ

		150		85中部 チュウブ		庄内川河川事務所 ショウナイガワ カセン ジムショ		庄内川 ショウナイガワ		庄内川 ショウナイガワ		7/5/21		その他		土岐川・庄内川流域治水での流域治水について民間企業や住民参画等を促すことを目的に、流域治水を広く周知・PRするためのシンボルとなるロゴマークを一般公募した（募集期間：2021/7/5～2021/8/31）。その後、一般投票（投票期間：2021/10/7～2021/10/31）によりロゴマークを決定した。 トキガワ ショウナイガワ リュウイキ チスイ リュウイキ チスイ ミンカン キギョウ ジュウミン サンカク トウ ウナガ モクテキ リュウイキ チスイ ヒロ シュウチ イッパン コウボ ボシュウ キカン ゴ イッパン トウヒョウ トウヒョウ キカン ケッテイ		土岐川・庄内川流域治水協議会（愛知県、岐阜県、流域市町ほか）、建通新聞 トキガワ ショウナイガワ リュウイキ チスイ キョウギカイ アイチケン ギフケン リュウイキ シチョウ ケン ツウシンブン		流域治水協議会の構成員・オブザーバーによる広報、建通新聞への掲載を行った コウホウ ケン ツウ		◎				ロゴマーク

		151		85中部 チュウブ		庄内川河川事務所 ショウナイガワ カセン ジムショ		庄内川 ショウナイガワ		庄内川 ショウナイガワ		7/1/22		その他		土岐川・庄内川での流域治水の取り組みを、若い世代が理解、親しみを持ってもらうことを目的に、小・中学生を対象に土岐川・庄内川流域治水の自由研究を募集した（募集期間：2022/7/1～2022/9/30）。 トキガワ ショウナイガワ リュウイキ チスイ ト ク ワカ セダイ リカイ シタ モ モクテキ ショウ チュウガクセイ タイショウ トキガワ ショウナイガワ リュウイキ チスイ ジユウ ケンキュウ ボシュウ ボシュウ キカン		土岐川・庄内川流域治水協議会（愛知県、岐阜県、流域市町ほか）、名古屋市、多治見市内の小・中学校 トキガワ ショウナイガワ リュウイキ チスイ キョウギカイ アイチケン ギフケン リュウイキ シチョウ ナゴヤシ タジミシ ナイ ショウ チュウガッコウ		流域治水協議会の構成員・オブザーバーによる広報、名古屋市、多治見市内の小・中学校へのチラシ送付を行った。 コウホウ ナゴヤシ タジミシ ナイ ショウ チュウガッコウ ソウフ オコナ		◎				自由研究 ジユウ ケンキュウ

		159		86近畿 キンキ		豊岡河川国道事務所 トヨオカ カセンコクドウジムショ		円山川 マルヤマガワ		円山川 マルヤマガワ		-		その他		(防災教育支援）
防災教育を支援する取組として、防災学習会等で使用する防災学習用教材を作成した ボウサイ キョウイク シエン ボウサイ キョウイク シエン トリクミ ボウサイ ガクシュウカイ トウ シヨウ ボウサイ ガクシュウ ヨウ キョウザイ サクセイ		豊岡市 トヨオカシ		子供達に防災をわかりやすく説明し、自然災害に関する「心構え」と「知識」を備えた個人を育成し、子供から、家庭、さらには地域へと防災知識を浸透させる。 コドモタチ ボウサイ セツメイ シゼン サイガイ カン ココロガマ チシキ ソナ コジン イクセイ コドモ カテイ チイキ ボウサイ チシキ シントウ						教材作成 キョウザイ サクセイ

		207		87中国		太田川 オオタガワ		太田川 オオタガワ		太田川 オオタガワ		7/6/22		その他		安芸太田町役場にて関係課の流域治水に関する取り組みの情報共有や勉強会を行った アキオオタチョウ ヤクバ カンケイ カ リュウイキ チスイ カン ト ク ジョウホウ キョウユウ ベンキョウカイ オコナ		安芸太田町役場 アキオオタチョウ ヤクバ								市町村説明 シチョウソン セツメイ

		221		87中国		鳥取 トットリ		千代川 センダイ ガワ		袋川 フクロカワ		11/6/21		その他		自治会向けに排水機場などの現地説明会を実施した。 ジチカイ ム ハイスイキジョウ ゲンチ セツメイ カイ ジッシ		湯所2丁目自治会 ユドコロ チョウメ ジチカイ		自治会は防災活動に対して補助金を自治体に申請する仕組みがある。現地見学会などを積極的に促す。 ジチカイ ボウサイ カツドウ タイ ホジョキン ジチタイ シンセイ シク ゲンチ ケンガクカイ セッキョクテキ ウナガ		流域治水に内容変更し実施 リュウイキ チスイ ナイヨウ ヘンコウ ジッシ				現場説明 ゲンバ セツメイ

		228		87中国		岡山河川 オカヤマ カセン		高梁川・旭川・吉井川 タカハシ カワ アサヒガワ ヨシイガワ		高梁川・旭川・吉井川 タカハシ カワ アサヒガワ ヨシイガワ		2021/2/3、2021/2/13、2021/2/21		その他		岡山県が実施する防災士向けの講習会において、岡山河川事務所の職員が講師として、河川の整備状況の説明、防災情報の入手方法、流域治水の取組の紹介などを実施した。 オカヤマケン ジッシ ボウサイ シ ム コウシュウカイ オカヤマ カセン ジム ショ ショクイン コウシ カセン セイビ ジョウキョウ セツメイ ボウサイ ジョウホウ ニュウシュ ホウホウ リュウイキ チスイ ト ク ショウカイ ジッシ		岡山県 オカヤマケン		岡山県から依頼のあった、岡山県の洪水や土砂災害に関する防災士向けの講習会において、併せて流域治水の取組について紹介した。 イライ オカヤマケン コウズイ ドシャ サイガイ カン アワ ショウカイ						県説明 ケン セツメイ

		257		88四国 シコク		那賀川 ナカガワ		那賀川 ナカガワ		那賀川
桑野川 ナカガワ クワノガワ		44771		その他		阿南市商工会議所建設部を対象に、流域治水について説明を実施する。 アナンシ ケンセツブ タイショウ リュウイキ チスイ セツメイ ジッシ		-		-		先方より講演依頼 センポウ コウエン イライ				市町村説明 シチョウソン セツメイ

		258		88四国 シコク		那賀川 ナカガワ		那賀川 ナカガワ		那賀川
桑野川 ナカガワ クワノガワ		9～10月 ツキ		その他		阿南市商工会議所女性会を対象に、流域治水について説明を実施する。 アナンシ ジョセイ カイ タイショウ リュウイキ チスイ セツメイ ジッシ		-		-		先方より講演依頼 センポウ コウエン イライ				市町村説明 シチョウソン セツメイ

		261		88四国 シコク		中村 ナカムラ		渡川 ワタリガワ		四万十川 シマントガワ		2022/4		その他		令和４年度中村河川国道事務所事業概要に、四万十川流域治水プロジェクトの取組を掲載 レイワ ネンド ナカムラカセンコクドウジムショ ジギョウガイヨウ シマントガワ トリクミ ケイサイ		-								？

		294		89九州 キュウシュウ		筑後川河川 チクゴ カワ カセン		筑後川
矢部川 チクゴガワ ヤベカワ		筑後川
矢部川 チクゴガワ ヤベガワ		6/5/22		その他		久留米市と福岡トヨタ自動車が結んだ防災協定式の締結式で、流域治水に関する話を行った。 クルメシ フクオカ ジドウシャ ムス ボウサイ キョウテイシキ テイケツシキ リュウイキ チスイ カン ハナシ オコナ		北部九州河川利用協会
（一般社団法人 ） ホクブ キュウシュウ カセン リヨウ キョウカイ イッパン シャダン ホウジン		北部九州河川利用協会からの依頼により、防災協定の締結式の会場で、来観者に流域治水に関する説明を行った。 ホクブ キュウシュウ カセン リヨウ キョウカイ イライ ボウサイ キョウテイ テイケツシキ カイジョウ ライカンシャ リュウイキ チスイ カン セツメイ オコナ						講演 コウエン

		298		89九州 キュウシュウ		熊本河国 クマモト ガワ コク		緑川 ミドリカワ		緑川 ミドリカワ		2022/7 予定 ヨテイ		その他		｢緑川流域会議｣においては、流域治水に資する活動として、緑川上流域における森林整備区間の植樹、枝打ち等の活動を実施。		ー		ー						？



【機密２】
2022/06/15時点


https://www.skr.mlit.go.jp/oozu/kawa/chisui.html

集計

						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ

				全国 ゼンコク		HP		0				北海道 ホッカイドウ		HP		0				東北 トウホク		HP		0				関東 カントウ		HP		0				北陸 ホクリク		HP		0

						SNS		0						SNS		0						SNS		0						SNS		0						SNS		0

						TV		0						TV		0						TV		0						TV		0						TV		0

						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0

						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0

						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0

						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0

						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0

						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0

						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0

						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0

						その他 タ		43						その他 タ		12						その他 タ		31						その他 タ		0						その他 タ		0

						合計 ゴウケイ		43						合計 ゴウケイ		12						合計 ゴウケイ		31						合計 ゴウケイ		0						合計 ゴウケイ		0

						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ

				中部 チュウブ		HP		0				近畿 キンキ		HP		0				中国 チュウゴク		HP		0				四国 シコク		HP		0				九州 キュウシュウ		HP		0

						SNS		0						SNS		0						SNS		0						SNS		0						SNS		0

						TV		0						TV		0						TV		0						TV		0						TV		0

						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0						ラジオ		0

						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		0

						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0						シンポジウム		0

						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0						出前講座 デマエ コウザ		0

						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0						広報誌・リーフレット コウホウシ		0

						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0						パネル展示 テンジ		0

						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0						新聞 シンブン		0

						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0						雑誌 ザッシ		0

						その他 タ		0						その他 タ		0						その他 タ		0						その他 タ		0						その他 タ		0

						合計 ゴウケイ		0						合計 ゴウケイ		0						合計 ゴウケイ		0						合計 ゴウケイ		0						合計 ゴウケイ		0





				＜優良事例＞ ユウリョウ ジレイ

				①広報手段の傾向

				・件数は、出前講座が最も多く、次いで住民説明・意見交換、シンポジウム、パネル展示が同じくらい。 ケンスウ デマエ コウザ モット オオ ツ ジュウミン セツメイ イケン コウカン テンジ オナ

				・地元誌、地元TV・ラジオとの連携数はまだ少ない（計約60件）。北海道、中部、近畿ではほぼ事例が無い ジモトシ ジモト レンケイ スウ スク ケイ ヤク ケン ホッカイドウ チュウブ キンキ ジレイ ナ

				・件数が最も多いのは中国（70件）、次いで関東（58件）。最も少ないのは近畿（9件）。関東は取組の質も高い。 ケンスウ モット オオ チュウゴク ケン ツ カントウ ケン モット スク キンキ ケン カントウ トリクミ シツ タカ

				・報道との連携や住民への周知が弱い。SNSの利用が少ない（連携不要なので簡単に件数は伸ばせるはず）。 リヨウ スク レンケイ フヨウ カンタン ケンスウ ノ

				・LINEやInstagramなどの活用、国や役所以外のデジタルサイネージの活用、漫画化などあっても良いと思うが事例はなかった。 カツヨウ クニ ヤクショ イガイ カツヨウ マンガ カ ヨ オモ ジレイ



				②珍しい取組の紹介

				（１）ウェルビーイング流域治水（ソーシャルアクション）の一環として「水辺で乾杯　あらかわ流域酒場」を開催。

				（２）「流域治水」について、より親しみを持っていただけるよう、ロゴマークを公募・選定・展開。

				（３）流域治水の取り組みを、若い世代が理解、親しみを持ってもらうことを目的に、小・中学生を対象に土岐川・庄内川流域治水の自由研究を募集

				（４）大雨時に家庭からの排水量を減らすことを市民に意識してもらうため、「風呂ためキャンペーン」を実施。また、民間アプリや「荒川３Ｄ河川管内図」等と連携し、スマホ等で見える化を行う。

				（５）令和２年７月豪雨から２年を迎えるにあたり、洪水被害の記憶を風化させない取り組みとして、公民館や図書館などを使用し、巡回パネル展を開催 シヨウ

				（６）流域治水の取組について理解を深め、取組状況を広く住民の方に発信していただくことを目的に、山形地域のメディア向けの現地説明会を開催予定 ム ヨテイ

				（７）「流域治水」広報用のYoutube動画を作成（コラボするYoutuber選定中） センテイチュウ

				（８）事務所HP上に、流域治水協議会の区市町長による、流域治水の取り組み事例に関する紹介や地域住民へのメッセージ動画を掲載。

				（９）各自治体等のデジタルサイネージに、流域治水の説明用資料を掲載（12市19区1町）

				（10）流域治水を発展させるため、四国四県が連携し、流域治水シンポジウムを開催。
市町村の行政関係者、学識者、コンサルタントなど、多くの方へ流域治水の重要性を発信。

				（11）治水対策（防水壁）に積極的に取り組んでいる企業を紹介してもらい、国、町、企業で勉強会を行った。



				③効果分析しているもの、効果の定量化を図った取組

				・KUTVテレビ高知の「からふる」というTV番組で、梅雨前の放送として、仁淀川流域治水の取組について紹介いただいた（高知河川国道事務所から依頼） コウチ カセン コクドウ ジムショ イライ

				⇒この放送をきっかけに、同TV番組に出演していた伊野地区自主防災会長と意見交換が行われることとなり、地元住民の参画により「安全に逃げる」対策がいっきに前進することとなる

				※今後の展開のきっかけや、効果分析や定量化まで実施している取組は、依頼の際に明示していなかったからかもしれないが、ほとんど無かった。 コンゴ テンカイ コウカ ブンセキ テイリョウ カ ジッシ トリクミ イライ サイ メイジ ナ





地元誌、地元TV・ラジオとの連携

				＜地元誌、地元TV・ラジオとの連携＞ ジモト シ ジモト レンケイ

						分類 ブンルイ		件数 ケンスウ

				全国 ゼンコク		TV		0

						ラジオ		0

						新聞 シンブン		0

						雑誌 ザッシ		3

						シンポジウム		8

						住民説明・意見交換 ジュウミン セツメイ イケン コウカン		1

						その他 タ		5

						合計 ゴウケイ		17

						※その他にはメディア向け説明会が含まれる タ ム セツメイカイ フク





リスト

				リスト一覧 イチラン

				（１）		（６）		（１２－１）		（１３－１）		（１３－２）		（１３－３）		（１４－１）		（１４－２）		（１６－１）		（１６－３）





				81北海道		堰 セキ		DID		A		×		A		監視のみ		事務所		更新 コウシン		有 ア

				82東北		水門 スイモン		市街化区域		B		△1		B		監視制御		出張所		改築 カイチク

				83関東		樋門・樋管 ヒモン ヒカン		市街化調整区域		C		△2		C		無		その他		統廃合・廃止 トウハイゴウ ハイシ

				84北陸		排水機場 ハイスイキ ジョウ		－		D		△3		D

				85中部 チュウブ		その他 ホカ

				86近畿 キンキ

				87中国

				88四国 シコク

				89九州 キュウシュウ

								










○烏・神流川流域住民の流域治水への理解促進を図ることを目的として、流域治水
に係る広報映像等を制作し、高崎河川国道事務所公式YouTubeチャンネルに公開

（令和4年4月28日)
○協議会構成員に広報映像DVD、パンフレットを配布し、パンフレットについては、
各機関の広報スペースに配置を依頼

烏川・神流川流域治水協議会の取組（広報映像・パンフレット公開）

【烏川・神流川流域治⽔広報映像およびパンフレット掲載箇所】
https://www.ktr.mlit.go.jp/takasaki/takasaki00786.html

烏川・神流川流域治水プロジェクト パンフレット烏川・神流川流域治水プロジェクト公開

全編約14分、短縮版約6分を格納

構成員の取組を紹介

2



鶴見川流域水協議会の法定協議会化

■ 令和３年度の法改正の内容を踏まえた流域水害対策計画の変更に向けた検討を進めていくため、令和４年９月３０日付け
で、既存の鶴見川流域水協議会を特定都市河川浸水被害対策法第六条に基づく法定協議会に移行。

kt850023
スタンプ



1

令和５年度都市局関係　予算概算要求概要より抜粋

資料１－６



2



3



4



5



6



7



8


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8



